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● 本報告書は、クボタのＣＳＲ活動の取り組みについて、誠実かつわ
かりやすく報告することを目指し、編集しています。�

● 本年度は、経済、社会、環境の3つの企業活動の側面をふまえ、
「行動憲章」に沿った構成をしています。�

● ＣＳＲ報告書全般に対して、あずさサスティナビリティ株式会社の
松尾幸喜氏による第三者意見をいただきました。�

● 環境報告の定量情報の信頼性の確認のために、あずさサスティ
ナビリティ株式会社による第三者審査を受審しました。�

● 報告対象範囲�

○経済性報告�
　米国会計基準に基づき作成した連結計算のデータを記載して
　います。�
　2005年度 ： 連結子会社122社、持分法適用関連会社 25社�

○社会性報告�
　クボタ単体と一部子会社の活動成果を記載しています。�

○環境報告�
　クボタ単体と国内子会社37社、海外子会社6社を対象とした
　活動成果を記載しています。�
　（詳細については、P59の対象会社を参照ください）�

● 報告対象期間�

○2005年度（2005年4月から2006年3月）の活動を中心に
　記載しています。一部につきましては、直近の事柄についても
　記載しています。�

○環境報告のデータについては、国内（2005年4月から2006
　年3月）・海外（2005年1月から2005年12月）の集計です。�

● 参考にしたガイドライン�
環境省「環境報告書ガイドライン（2003年度）」�
ＧＲＩ（Global Reporting Initiative）「持続可能性報告のガイド
ライン」�

● 発行について�
今回の発行　　　　2006年6月�
次回の発行予定　　2007年6月�
前回の発行　　　　2005年6月　「社会・環境報告書2005」�

報告書の編集にあたって�
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クボタの「ＣＳＲ経営」の実現にむけて�
本格的に始動されていますが、�
その背景についてお聞かせください。�

　当社は、創業以来１世紀余にわたって、パイプ、農業

機械、環境施設などの製品・サービスを社会に提供し

事業を通じて社会に貢献してきました。�

　これは、創業者の「国や社会の発展に役立つ製品

を全知と全霊を込めて創り出す」という基本的な考え

を事業の中に生かして現在まで踏襲してきたものです。�

　２１世紀の将来を展望しても、世界的な課題である

食糧、水、環境などの問題解決が急がれており、この

分野における当社への期待は益々大きくなってくるも

のと思われます。�

　創業以来の事業に受け継がれたＤＮＡを堅持して、

さらに展開、発展させることにより、社業を通じて社会

に貢献するという当社のＣＳＲ経営を実現していきた

いと考えています。�

2005年度ＣＳＲ経営の成果や反省を�
お聞かせください。�

  ＣＳＲ経営の実現にむけて、２００５年度はクボタの方
向付けをより明確にするために、時代にあった新たな

経営理念と行動規範の策定に取り組みました。�

　私は、「人間生活の基盤を構成する製品・サービス

の提供と生活の質的向上への寄与を通じて、社会の

発展と地球環境の保全に貢献していく」ことを経営の

基本方針として掲げています。�

　従来の社是・綱領では、現在の事業実態を必ずし

も反映したものでなく、クボタグループの使命と企業像

を示す内容ではありませんでした。そこで、全面的な

見直しを実施し、ＣＳＲの考え方を反映した理念・行動

規範の体系の整備と内容の一新を行い、２００６年４月

１日に新たに経営理念・行動憲章を制定しました。�

　一方で、ＣＳＲ経営の基本となるコンプライアンスの

実態を見ると、あるべき姿から乖離している状況がみ

られました。�

　社会の正正な一員として堂 と々事業を展開していく

ことが、当社の果たすべき責任であり、ＣＳＲ経営の基

本であると考えています。このことは、役員、従業員す

べての階層に対して、機会あるごとに言ってきました。

グループ全体でのコンプライアンスの徹底をすすめて

いきます。�

2006年度のクボタにおける「ＣＳＲ経営」と

は具体的にはどのようなことですか。　　

　新経営理念・行動憲章の周知徹底を行うことです。�

　ＣＳＲ経営の基本となる方針がグループ全体の役員・

従業員に充分理解され、企業活動の実践に結びつき、

定着するまで徹底していきたいと考えています。�

　また、当社が社会の一員として存続していくためには、

経営基盤として社会のルール、会社内のルールが、役

員・従業員に正しく理解され、適正に運用されている

ことが必要です。�

　この運用の仕組みである内部統制システムの整備

に力を入れてまいります。�

　コンプライアンスの取り組みや危機管理など、いわゆ

るリスクマネジメントを強化し「あたりまえのことをあたり

まえに実行する」経営体制を構築することにより、当社

のCRS経営を定着させたいと考えております。�

�
「ＣＳＲ経営」に対する社長の考えを�
お聞かせください。�

　私は、常 「々当社の歩みを支えてきたのは、『企業は

社会によって生かされている』という基本理念である」

と言ってきました。�

　このような社会の信頼に応えるために、「誠実」に

事業運営を行っていくことが大切であり、それがＣＳＲ

経営の基本であると考えます。�

　企業が社会に対して誠実であり続けるためには、

経営トップは、なにものにも妥協しない「誠実さ」を持っ

て、経営に取り組むとともに、それを内外に明確に示す

ことが特に重要であると思います。�

　また、私は、事業を通じて社会に貢献していくという

高い志を持ち続け、それを成し遂げるという使命感こ

そが、自分の仕事に対する誇りと責任感に繋がると考

えています。�

　会社が社会の正正な一員であるために、このような

気持ちを忘れずに日々 の活動を通じて社会的な責任

を果たして行かなければならないと考えています。�

�

最後にアスベスト（石綿）による健康被害
への対応についてお聞かせください。�

　心の痛む重い問題として受け止めています。�

　当社は長年、尼崎地区で事業を営んできた一企業

として、その解決のために、周辺住民の方々並びに行

政に対して、今我 に々できることを、精一杯取り組んで

行くことが何よりも重要であり、それが社会的責任を果

たすことであると考えています。�

�
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社   是�

経営理念�
クボタグループは、�
豊かな生活と社会の基盤を支える�
製品・技術・サービスを通じて、�
社会の発展と地球環境の保全に�
貢献します。�
�

一、 総合力を生かしすぐれた製品と�
　   技術を通じて社会の発展につくそう�
�一、 会社の繁栄と従業員の幸福を希って�
　   今日を築き明日を拓こう�
�一、 創意と勇気をもって未知の世界に�
　   挑戦しよう�

ねが�

ひら�

経営理念 の 実現�

社会�

コーポレートガバナンス�

コンプライアンス�内部統制�

環境�経済�

N P O 取 引 先 �

社 員 � マスコミ�

株主 � 金融機関�
地域社会� 行政�

顧客�

N P O 取 引 先 �

社 員 � マスコミ�

株 主 � 金融機関�
地域社会� 行政�

顧客�
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基本理念�

制定の背景�

　クボタの経営理念および行動規範は、

1973年制定の社是・綱領に示され、特に

行動規範を示す部分は、1999年制定の行

動憲章･行動基準として、企業倫理を主眼

とした内容に改定しました。�

　しかし、今日の大きな流れとして、企業は

社会との関わりを多面的に認識し、その要

請に合った責任を果たすことが、多くのス

テークホルダーから信頼される時代となり

ました。そこで、企業の社会的責任を全う

するCSR経営の強化を重要な経営課題と

して取り上げ、社是・綱領および行動憲章･

行動基準を見直し、クボタグループの新し

い経営理念を制定することによって、社会

環境の変化に対応できるよう理念および

規範の体系を整備したものです。�

�

クボタの目指す方向�

　クボタグループはCSR経営を「企業を

取り巻くステークホルダーの満足を図り、

経済価値、社会価値、環境価値というトリプ

ルボトムラインのバランスをとりながら、企

業全体の価値を高める経営活動」と考えて

います。�

　企業の社会的責任を果たしCSR経営を

実践していくためには、いくつかの重要な

ポイントがあります。第一番目には、CSR

経営に対する経営トップの強い意志が組織

全体に浸透しており、企業活動のすべてに

おいて、同一の目標に向けて、同じ価値観で、

ベクトルが合わされ、企業風土として根付

いている必要があります。�

　次のポイントは、CSR経営に対する企業

活動を真に実効あるものとしていくために

は、マネジメントシステムがうまく機能して

いなければなりません。�

　このマネジメントシステムの中でも重要

な課題は「コーポレートガバナンスの確立」

「コンプライアンスの徹底」と「内部統制シ

ステムの構築」と考えています。�

�

　2006年4月1日、クボタグループの新しい経営理念、行動規範体系として「社是」「経営理念」
「行動憲章」「行動基準」を制定しました。�

従業員に向けて配布した「社是・経営理念・行動憲章・
行動基準」のガイドブック（左）と携帯用のカード（右）�

1.お客様の満足�
クボタグループは、製品安全の確保に努めるとともに、
お客様のニーズに適合した製品・技術・サービスを提供し、
お客様の満足と信頼を追求します。�

2.法令遵守と倫理に基づいた企業活動�
クボタグループは、事業活動にかかわる関係法令および
その精神を遵守し、社会的倫理や良識に従った企業活
動を行います。�

3.人権の尊重�
クボタグループは、「世界人権宣言」に則り、人権を尊重し、
人権侵害を行いません。また、プライバシーの尊重と、
個人情報の保護に努めます。�

5.地球環境・地域環境の保全�
クボタグループは、地球的規模で持続的な発展が可能な
社会の実現をめざし、地球環境・地域環境の保全に配慮
した企業活動を行います。 

6.国際社会・地域社会との共生�
クボタグループは、各国・各地域の文化・習慣を尊重し、
地域社会とのコミュニケーションを通じて信頼関係を築く
とともに、良き市民として社会との共生を図ります。�

7.経営の透明性の向上と説明責任の履行�
クボタグループは、適時かつ適切に企業情報を開示し、
企業活動の透明性を高め説明責任を履行します。�
�

4.安全で活気に満ちた職場づくり�
クボタグループは、安全で健康的な職場環境の維持、
向上に努めます。また、従業員の多様性・創造性を尊重し、
活気に満ちた職場づくりを進めます。�

　クボタグループは、ステークホルダーの�

信頼と満足を得て、企業価値の向上を図る

取り組みを継続的に行います。� 行動憲章�

CSR経営の�
基本的な考え方�



主なＣＳＲ統括部門�

ＣＳＲ経営の内部統制体制�

ＣＳＲ機能�
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ガバナンスの考え方と体制�
　クボタは監査役制度を採用しており、取締役会と監査役会により、取締役の業務執行の監督および監査を行っています。�

社外取締役制度・執行役員制度は、採用しておりません。�

コーポレートガバナンス�
　コーポレートガバナンスを充実することにより、ステークホルダーからの信頼を高める取り組み
を進めています。�

コーポレートガバナンス体制（2006年4月1日現在）�
※1. 取締役会の構成と役割 ： �

　取締役19名で構成されています。取締
役会は、定例として毎月1回開催するほか、
必要に応じて随時開催しています。�
　経営計画に関する事項、資金計画、投資
事業再編などの重要な事項について審議・
決定しています。 �
　毎年、株主総会で取締役の改選を行い、
事業年度ごとの経営責任の明確化を図る
とともに、機動的な取締役会の体制を構築
しています。�

※2. 業務執行部門の役割 ： �

　市場・技術の異なる事業ドメインごとに
事業本部制を敷いており、多くのグループ
会社も存在します。自己完結型経営と連
結経営体制に基づく独自の経営システム
とコーポレートガバナンス体制を構築して
います。�

※4. 各種委員会の役割 ： �

　経営に大きな影響をもたらすグループ
横断的な経営課題について、それぞれ関
連する役員を委員長として関係部門責任
者からなる委員会を設置し、基本方針、個
別案件の審議、対応状況などを検討する体
制をとっています。�

※5. 内部監査 ： �

　業務執行部門から独立した「企業行動監
査部」が専門性を有するスタッフにより、ク
ボタおよびグループ会社を対象とした業
務監査と会計監査を行っています。�
　また、経営上の重要課題である環境分野
と安全衛生分野についても、担当部門であ
る環境管理部、安全衛生推進部により業務
監査を実施しています。�
　内部監査は、監査計画に基づき実地と書面
を監査し、結果を社長に報告すると共に、必要
な処置対策やフォローアップを行っています。�
�

※3. 監査役会の構成と役割 ： �

　監査役6名（うち社外監査役3名）で構
成されています。重要な会議への出席、取
締役などからの報告の聴取、重要な決裁書
類の閲覧、子会社の調査などにより監査を
実施しています。�
　監査役会は、監査の方針などを決定し、
各監査役の監査状況などの報告を受ける
ほか、会計監査人から随時監査に関する報
告を受けています。�
　なお、クボタは、専任部門である監査役
室を設置し、監査役監査を補助しています。�

取締役会�

業務執行部門�

機械事業本部�
産業インフラ事業本部�
環境エンジニアリング事業本部�

浄化槽事業部�
空調事業部�

製造所・工場�
事業センター�
支社・支店�
海外事務所�

　株　　主　　総　　会�

選任・解任� 選任・解任�

連携�

連携�

監査�

監査�

内部監査�

統制・監視�

指導・助言�

指導・助言�

指導・助言�

内部監査�

内部監査�

企業行動監査部�

環境管理部�
安全衛生推進部�

選任・解任�

経営会議�

監査役会�

社内�
監査役�

社外�
監査役�

審議会�

寄付等審査委員会�
地球環境委員会�

人権啓発推進委員会�
独占禁止法遵守委員会�
安全保障貿易管理委員会�
個人情報保護推進委員会�
財務情報開示委員会�
危機管理委員会�

コンプライアンス本部�

CSR推進部�

会
　
　
計
　
　
監
　
　
査
　
　
人�

監査�

・取締役会案件の事前審査�

・経営に関する法令遵守、�
 企業倫理の確立�

・特定分野の適正、適法監査�

・個別課題の審議�

CSR推進部�
�

法務部�
�

人権啓発部�
�

技術開発推進部�
�

環境管理部�
�

安全衛生推進部�
�

品質・ものづくり統括部�
�

財務部�
�

経営企画部�
�

人事部�
�

業務部�
�

秘書広報部�

全社CSR統括�
�
法務・個人情報�
�
人権�
�
知的財産�
�
環境�
�
安全・衛生�
�
品質・製品安全�
�
会計経理�
�
経営管理・ＩＴセキュリティ�
�
人事労務�
�
社会貢献�
�
広告宣伝・広報�

業務執行部門��
�
・事業本部��
・事業部��
��
・本社�
・支社�
・営業所�
・機械事務所���
��
・生産拠点��
  製造所・工場・�
  事業センター��
��
・海外事務所�

業務監査�

指導・助言�

企業行動監査部�

監査役室�

※1※3

※5 ※5

※4

※2

※5

・企業活動企業活動の適正、適正、適法監査適法監査�・企業活動の適正、適法監査�



コンプライアンス推進体制図�

・独占禁止法遵守委員会�

・個人情報保護推進委員会�

・人権啓発推進委員会�

・寄付等審査委員会�

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
推
進
委
員
会
議�

階層別研修�

社内報記事�
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● コンプライアンス本部の構成�

  コンプライアンス本部は、法令にとどまらず社会通念や倫

理の遵守を統括する部門です。コンプライアンス本部長の

もとに、全社の法令に係わる総括部門である法務部、企業

倫理および業務監査に係わる企業行動監査部、人権啓発の

推進や指導部門である人権啓発部から構成されています。�

● コンプライアンス推進委員�

　各事業所、各事業部門から管理職クラスの委員を56名

人選、登録しています。委員会は毎年開催し、コンプライア

ンスに関する理解を深め、独占禁止法や人権問題、危機管

理対策などの重要テーマについて意見交換しています。�

コンプライアンス推進体制�
　独占禁止法違反および商法違反事件の反省から、再発

防止のために1999年6月に企業倫理推進の専門部門と

して企業行動監査部を新設しました。その後、法令・企業

倫理遵守体制をさらに強化するため社外の有識者をアド

バイザーに招聘し、2001年6月にはコンプライアンス本

部を開設しました。（アドバイザーは現在3名）�

● 教育啓発活動�

　法令・ルール・企業倫理徹底のため、経営層・役職者・新任役職者・新入社員な

どを対象とした階層別の研修を行っています。具体的には、他企業や自社の事

例によって｢なぜこうなったか｣、｢自分ならどうしたか｣といった視点で考えさせ

ることにより、コンプライアンスの意識の浸透を図っています。また、研修前後

の理解度、リスク意識や希望する研修内容・方法などをアンケートで調査し、次

回の研修に生かしています。�

● 社内に対する情報発信�

　社内報に、個人情報保護法、独占禁止法、輸出入の法規制に関することなど、

コンプライアンスに関する身近なテーマを取り上げた啓発記事を掲載してい

ます。難しい法律用語を使わず、ありがちな具体的場面に即した生徒と先生の

対話形式により、親しみやすい形をとっていることがポイントです。またイントラ

ネットを通して、コンプライアンス担当役員の定期的なメッセージや他企業の事

例紹介などの情報発信も行っています。�

コンプライアンス推進活動�

コンプライアンス�
　遵法精神と高い倫理観を持った企業風土を醸成するため、組織的な展開と教育や情報発信など
の推進活動を行います。�

社　長�

社外アドバイザー�

コンプライアンス本部�

法務部�

企業行動監査部�

人権啓発部�

コンプライアンス�
推進委員�

事業部門�
（含む子会社）�

コンプライアンス関係�
主要委員会�



経済性報告�

トラクタ、管理機、テーラー、耕うん機、コンバイン、バインダー、ハーベスタ、田植機        �

インプルメント、アタッチメント、乾燥機、草刈機、防除機、野菜移植機、野菜収穫機、アームハウス        �

精米機、冷蔵保管庫、電動カート、ライスロボ、その他農用関連機器        �

共同乾燥施設、共同育苗施設、園芸・集出荷選果施設、精米施設        �

グリーン管理機器、芝刈機、多目的作業車        �

農業機械用・建設機械用・産業機械用・発電機用等各種エンジン        �

ミニバックホー、ホイールローダ、キャリア、油圧ショベル、ウェルダー、ゼネレータ        �

その他各種建設機械関連商品�

ダクタイル鉄管、FWパイプ（強化プラスチック複合管）、スパイラル鋼管（鋼管杭、鋼管矢板）        �

パーマパイプ（保温二重管）        �

合成管（ビニルパイプ、ポリエチレンパイプ、樹脂ライニング鋼管、継手および各種付属品類）        �

バルブ（上下水用バルブ他）        �

反応管、ハースロール、Gコラム、Gパイル、圧延用ロール、セラミックス、TXAX（ブレーキ用材料）        �

排水用鋳鉄管、排水集合管、ダクタイルセグメント、ダクタイルフレーム        �

下水処理プラント、下水汚泥焼却・溶融プラント、浄水処理プラント        �

廃棄物破砕・選別・リサイクルプラント、破砕・超微粉砕設備、廃棄物焼却・溶融プラント、        �

最終処分場水処理プラント、し尿処理プラント、土壌・地下水浄化プラント、産業排水処理プラント、        �

バイオマス資源化プラント        �

上下水道・工業用水用等各種ポンプおよびポンププラント、噴水装置、小水力発電設備        �

水処理用膜ユニット（有機膜、無機膜）、食品廃棄物処理プラント        �

屋根材、外壁材、浄化槽、浴槽、マンション     �

各種飲料・たばこ用自動販売機、プラスチック券自動販売機     �

各種計量・計測機器および同制御システム、CADシステム、券自動販売機     �

空調機器、各種ソフトウェア、上下水道・一般土木工事等の設計・施工     

農業機械�

農業関連商品�

�
農業施設�

汎用機械�

エンジン�

建設機械�
�

�

パイプシステム�

�
�

産業用鋳物・素材�
�

上下水エンジニアリング�

�

環境リサイクル�

�

ポンプ�

その他�

住宅関連�

自動販売機�

電装機器�

その他�

�

部　　門� 主 要 製 品 名 �

内燃機器関連�

産業インフラ�

環境エンジニアリング�

その他�
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クボタグループのプロフィール�

多岐にわたる製品・技術・サービス�

株式会社クボタ�

英 文 社 名 �

創 業 年 月 �

設 立 年 月 �

資 本 金 �

発行済株式総数�

株 主 数 �

従 業 員 数 �

クボタグループ
の 従 業 員 数 �

《2006年3月31日現在》�

KUBOTA CORPORATION�

明治23（1890）年 2月�

昭和5（1930）年 12月�

84,070,280,304円�

1,299,869,180株�

46,214名�

8,706名�

23,049名�

本 社 �

�

�

東 京 本 社 �

�

�

ホームページ�

〒556ー8601 �

大阪市浪速区敷津東1ー2ー47�

TEL.06ー6648ー2111  �

FAX.06ー6648ー3862�

〒103-8310 �

東京都中央区日本橋室町3ー1ー3�

TEL.03ー3245ー3111  �

FAX.03ー3245ー3822

　世界各地で、幅広い分野に高品質の製品・

サービスを提供し、皆様の暮らしの足もと

を支えています。�

�

http: / /www.kubota.co. jp/



● 海外事業所／海外主要関係会社�

● 国内事業所／国内主要関係会社�
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世界に拡がる事業拠点�

本社�
恩加島工場�
阪神工場 新淀川分工場�
株式会社クボタクレジット�
クボタシーアイ株式会社（大阪市）�

本社阪神事務所�
機械西日本事務所�

阪神工場�
（兵庫県尼崎市）�

新潟営業所�
（新潟市）�

京葉工場（千葉県船橋市・市川市）�

東京本社�
株式会社クボタ建設（東京都中央区）�

機械東日本事務所（さいたま市）�

竜ヶ崎工場（茨城県龍ヶ崎市）�

宇都宮工場（宇都宮市）�

筑波工場（茨城県つくばみらい市）�

北海道支社�
機械札幌事務所�
（札幌市）�

東北支社（仙台市）�

中部支社（名古屋市）�

和歌山営業所�
（和歌山市）�

堺製造所�
堺臨海工場�
（大阪府堺市）�

久宝寺事業センター（大阪府八尾市）�

枚方製造所（大阪府枚方市）� 横浜支店（横浜市）�

中国支社�
（広島市）�

山口出張所�
（山口県周南市）�

九州支社�
機械福岡事務所�

（福岡市）�

熊本営業所�
（熊本市）�

南九州営業所�
（鹿児島市）�

沖縄営業所�
（那覇市）�

四国支社�
（高松市）�

松山営業所�
（松山市）�

鳥取出張所�
（鳥取市）�

滋賀工場�
（滋賀県湖南市）�

Kubota Europe S.A.S.�
（トラクタ、建機、エンジン、汎用機械の販売）�

Kubota (Deutschland) GmbH�
（トラクタ、エンジン、汎用機械の販売）�

Kubota Baumaschinen GmbH�
（建機の製造販売）�

Kubota (U.K.) Ltd.�
（トラクタ、建機、エンジン、汎用機械の販売）�

Kubota Membrane Europe Ltd.�
（液中膜のヨーロッパ、中東向け販売）�

Kubota Tractor Corporation�
（トラクタ、建機、汎用機械、発電機の販売）�

Kubota Credit Corporation U.S.A.�
（トラクタ・建機の小売金融業務）�

Kubota Manufacturing of America Corporation�Kubota Manufacturing of America Corporation�
（トラクタ用インプルメントおよび汎用び汎用・小型小型トラクタの開発開発と製造製造）�

Kubota Industrial Equipment Corporation�Kubota Industrial Equipment Corporation�
（トラクタ等組み立等組み立てとインプルメントの製造製造および装備び装備）�

Kubota Manufacturing of America Corporation�
（トラクタ用インプルメントおよび汎用・小型トラクタの開発と製造）�

Kubota Industrial Equipment Corporation�
（トラクタ等組み立てとインプルメントの製造および装備）�

Kubota Tractor Australia Pty Ltd.�
（トラクタ、建機、エンジン、汎用機械の販売）�

Kamco�
（トラクタ、コンバイン、田植機の販売）�

久保田農業機械（蘇州）有限公司�
（自脱型コンバイン等農業機械およびその部品の製造・販売）�

久保田建机（上海）有限公司�
（建機の販売）�

江蘇標新久保田工業有限公司�
（鋳鋼製品の製造販売）�

北京事務所�

シンガポール営業所�

インドオフィス�

Kubota Membrane U.S.A. Corporation�
（北米における液中膜ユニットの販売）�

Kubota Engine America Corporation�
（エンジン・部品・アクセサリーの販売）�

Kubota Canada Ltd.�
（トラクタ、建機、エンジン、汎用機械の販売）�

Kubota Metal Corporation�
（鋳鋼製品の製造販売）�

Sime Kubota Sdn Bhd.�Sime Kubota Sdn Bhd.�
（耕うん機、機、エンジン、トラクタの販売販売）�
Sime Kubota Sdn. Bhd.�
（耕うん機、エンジン、トラクタの販売）�

The Siam Kubota Industry Co., Ltd.�The Siam Kubota Industry Co., Ltd.�
（小型小型ディーゼルエンジン、耕うん機の製造販売製造販売およびトラクタ・その他農業機械他農業機械の販売販売）�
The Siam Kubota Industry Co., Ltd.�
（小型ディーゼルエンジン、耕うん機の製造販売およびトラクタ・その他農業機械の販売）�

P.T. Kubota Indonesia�
（小型ディーゼルエンジンの製造販売）�

P.T.Metec Semarang�
（自動販売機および同部品の委託製造）�

Kubota Agro-Industrial Machinery Philippines, Inc.�
（エンジン、トラクタ、耕うん機、ポンプ等の販売）�

◆海外事業所�

◆海外主要関係会社�

Kubota Espana S.A.�
（トラクタおよびサービス部品の販売、技術サービス提供）�

～�

新台湾農業機械股　有限公司�
（トラクタ、作業機、汎用機械、建機、農業関連商品の販売）�

◆国内事業所�

◆国内主要関係会社�
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１年間のあゆみ　2005年4月～2006年3月�

2005年4月�

5月�

● 「クボタシーアイ株式会社」設立　＊１�

● ＣＳＲ推進部を新設�

● 平成17年度入社式を開催　＊2�

● 「中部クボタ会」を開催�

● プロロジスパーク浦安3新築工事向け鋼管杭を受注�

● 耐震継手ＮＳ形ダクタイル鉄管φ500～1000のＪＤＰＡ規格化　＊3�

● 大規模浄水場向け「ケーシング収納方式セラミック膜ろ過装置」を開発　＊4

● 平成16年度決算発表�

● 「たばこ残幹処理機FMZ-100K」を発売　＊5

6月�
● 「社会・環境報告書2005」を発行�

● 「第31回優秀環境装置表彰」で「豊島不法投棄廃棄物資源化システム」が�
　 経済産業大臣賞を受賞�

● 「第115回定時株主総会」を開催�

● 「四国クボタ会」を開催�

● 「クボタ技報39号」を発行　＊6�

● ラサールインベストメント住之江物流センター新築工事向け鋼管杭を受注�

● 「全北海道クボタ会」を開催�

● 「乗用田植機キュート、ウェルスターVIPスペシャル、ウェルスタープロ」・�
　 「普通形コンバインエアロスターGP“ARH380”38馬力」を発売　＊9

7月�

8月�

9月�

● シンガポール営業所を新設�

● 欧州投資家へIR活動を実施�

● 上下水関連設備に関する事業で月島機械（株）と業務・資本提携�

● 「国内向け中型トラクタ“ニューキングアイKTシリーズ”」　＊7�
　 「国内向け一輪管理機ウネマスター」を発売　�

● 「国内向け後方小旋回ミニバックホーKINGLEV U-20-3S,U-25-3S」�
　 を発売　＊8

● 米国KTCが乗用4輪の累計販売台数100万台を突破�
　 KTC ： KUBOTA TRACTOR CORP.�

● 「九州クボタ会」を開催�

● 「欧州向け後方小旋回機“U-20-3α”“U-25-3α”」を発売　＊10�

● 「コロンボ圏北部上水道事業」向けにプラントを納入　＊11�

● 「プラスチック券売機”PV3000シリーズ”」を発売　�

＊１　合成管事業部を廃止し、�
　　 その機能をクボタシーアイ�
　　 に移管�

＊2　平成17年度入社式�

＊3　施工性の優れたNS形が�
　　 シリーズ化�

＊4　浄水場向け膜ろ過装置を開発�

＊5　たばこの残幹処理をトラクタに乗った�
　　 まま一貫作業が可能�

＊6　「グローバル事業を支える�
　　 製品および技術」を特集�

＊7　極小旋回が可能な「U倍速ターン」�
　　 機能を搭載したKT250

＊8　世界レベルの安全機能を�
　　 標準搭載�

＊9　クラスNO.1能力と機能を持つ�
　　 小型普通形コンバイン�

＊10 オリジナル盗難防止装置を�
　　 欧州向けにも搭載�

＊11 スリランカ最大規模送水設備、�
　　 コロンボに納入�
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10月�

11月�

● 太陽光発電屋根事業を（株）エム・エス・ケイに営業譲渡�

● 「米国KTCディーラーミーティング」を開催�

● 「東北クボタ会」を開催�

● 「第10回新エネ大賞」にて「インライン型発電水車」が�
　 新エネルギー財団会長賞を受賞�

● 国内向け後方小旋回ミニバックホーに安全機能を標準装備し新発売　＊12

● 中間決算発表�

● 「中国クボタ会」を開催�

12月�
● 米国KMAでユーティリティビークル生産4万台を達成�
　 KMA ： KUBOTA MANUFACTURING OF AMERICA CORP.�

● 「新型セラミック膜ろ過装置」が（財）水道技術研究センターの�

　 水道用膜ろ過装置認定を取得�

● 全世界トラクタ生産300万台を突破　＊13

2月�
● 米国ＫＩＥ新工場が竣工　＊18�
　 KIE ： KUBOTA INDUSTRIAL EQUIPMENT CORP.�

● 中国久保田農業機械（蘇州）有限公司新工場を起工　＊19�

● 米国投資家へIR活動実施�

● 日本最大の佐賀県有田町向け「槽浸漬方式セラミック膜ろ過施設」が竣工�

2006年1月�
● 「第59回クボタ機械グループディーラーミーティング」を開催�

● 「海外向けM型トラクタニューM40シリーズ」　＊14�
　 「海外向けフロントモアーF80シリーズ」を発売�

● 「米国向け後方小旋回機U15、U25S、U45S」を発売　＊15�

● 「コンバイン“ニューエアロスターウィットシリーズ2条刈～3条刈”」を発売　＊16�

●  鋼管杭「SGE工法」が国土交通大臣の工法認定を取得　＊17

3月�
● 「インドオフィス」を新設�

● 筑波工場　新工場を起工�

● し尿処理プラント事業の一部撤退�

● ディスポーザー対応浄化槽を発売　＊20�

● 石巻地方広域水道企業団向け「スパイラル型ろ過膜装置」の一号機が竣工　�

● 富山県小矢部川流域下水道二上浄化センター向け「下水汚泥溶融設備」が完成　＊21

＊12 世界で最も厳しいとされる欧州の安全�
　　 基準に相当する機能を「CE-Version」�
　　 として国内で標準化した�

＊13 記念限定機が発売された�

＊14 M9540 フルモデルチェンジにふさ�
　　 わしい洗練されたデザインを身につけ、�
　　 基本性能の向上を果たす�

＊15 後方小旋回機3モデルを発売�

＊16 9型式を一気に一新�

＊17 SGE工法での施工�

＊18 工場全景� ＊19 工場完成予想図�

＊20 メーカー4社で共同開発、�
　　 高度処理、コンパクト、�
　　 低価格を実現�

＊21 処理能力 16トン/日�

所 在 地：米国 ジョージア州�
　　　　　ジャクソン郡��

敷　　地：36万m2���

建　　坪：3.6万m2��

生産品目：トラクタ用インプルメント�

所 在 地：中国江蘇州市�
　　　　　蘇州工業園区�

敷　　地：12．7万m2����

建　　坪：3.3万m2��

生産品目：自脱型コンバイン�
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2005年度業績�

　当期のクボタグループは、前期に引き続き好調な業績

を維持し、特に事業の実力を示す営業利益では過去最高

益を記録しました。�

　市場ニーズにマッチした新製品の投入や新市場の開拓

による海外事業の拡大、コストダウンや生産性向上によ

る着実かつ継続的な競争力の強化など、「事業構造及び

収益構造の改革」に向けて積み重ねてきたさまざまな努

力が当期の好業績をもたらしました。�

　本年度の売上高は、1兆510億円となりました。トラク

タ、エンジン、建設機械など、内燃機器関連部門の海外売

上が高い伸びを持続してグループの成長を牽引しました。�

　営業利益は、売上の増加やコストダウンの徹底などに

より、1,135億円となり、初めて1千億円を超える水準に

到達しました。�

　当部門は、農業関連商品を含む農業機械、エンジン、建

設機械などにより構成されています。�

　国内においては、主力の農業機械が売上を増加さ

せました。�

　建設機械は需要拡大を背景に、大手レンタル会社向け

を中心に売上を伸長させました。また、エンジンも新規顧

客の開拓などにより建設機械・産業機械メーカー向けを

中心に大幅な増販を達成しました。�

　海外では、トラクタが主力市場の北米において着実に

売上を伸ばしたほか、欧州でもガーデントラクタの新機

種投入や米国で成功を収めたユーティリティ･ビークル（多

目的四輪車）の市場導入などにより大幅な増収を記録し

ました。�

　また、アジアではタイ市場でのトラクタ、中国市場での

コンバインなど、各種稲作用農機がめざましい売上拡大

を続けました。建設機械は、主力市場の欧州において新

機種投入やシェア･アップなどにより大幅な増販を記録し、

ミニバックホーの市場認知度が急速に高まりつつある北

米においても売上を急伸させました。エンジンも、北米お

よび欧州の大手顧客の好況や新規顧客の開拓、用途の拡

大などにより売上を大きく伸ばしました。�

　当部門はパイプシステム（ダクタイル鉄管・スパイラル

鋼管・合成管・バルブ他）および産業用鋳物･素材により

構成されています。�

　国内では、ダクタイル鉄管が需要減退により減収となり

ましたが、2005年4月にクボタとシーアイ化成株式会社

との間で事業統合をおこなった合成管が順調に売上を伸

ばしました。産業用鋳物・素材は、鉄鋼・エネルギー分野で

の活発な設備投資需要を受けて大きく売上を伸ばしました。�

　海外ではダクタイル鉄管の中東向け輸出が堅調に推移し、

産業用鋳物・素材も前期を上回る売上を記録しました。�

　当部門は各種環境プラント、ポンプなどにより構成され

ています。�

　国内においては、公共投資予算の削減が継続するなか、

需要の減退と販売価格の下落が同時に進行し、極めて厳

しい事業運営をせまられました。主力事業のうち、上下水

エンジニアリングは増収を確保しましたが、ポンプは若干

の減収となり、環境リサイクルは大きく売上を落としました。

他方、海外ではポンプ、液中膜を中心に順調に売上を伸

ばしました。�

　電装機器は売上を伸ばしましたが、自動販売機はわず

かながら減収となり、空調機器、工事、浄化槽、マンション

も売上を落としました。�

　さらに、当期初に子会社を売却した影響もあって、部門

全体の売上は前期を大幅に下回りました。�

�

クボタグループの全般的状況�

クボタグループの事業部門別状況�

　内燃機器関連部門を中心に、国内外のお客様から幅広いご支持をいただき、売上・利益とも
高水準を維持しました。�

● 内燃機器関連部門�

● 産業インフラ部門�

● 環境エンジニアリング部門�

● その他部門�
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◆ JCQA ： �
日本化学キューエイ（株）�

◆ JICQA ： �
日本検査キューエイ（株）�

◆ LRQA ： �
ロイド・レジスター・クオリティ・
アシュアランス・リミテッド�

◆ JUSE ：�
 (財)日本科学技術連盟�

◆ DNV ： �
デット･ノルスケ･ベリタス・
エーエス�
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品質と製品安全�

　クボタは、事業領域の異なるさまざまなお客様の品質

問題に対応するために、事業本部・事業部ごとに独自の品

質保証体制を構築し、品質維持と製品安全に取り組んで

います。安全で優れた品質の製品・技術・サービスを提供

するために、開発から製造、販売、サービスの各業務プロ

セスで担当部門が責任を持って安全性を確保し、品質の

つくり込みに取り組んでいます。    

　お客様にご満足いただける商品をお届けするため、クボタは、1993年の枚方製造所を皮切りに、国際的な品質保証規

格｢ISO9001｣の認証を取得し、現在、下記のように各事業で運用しています。品質マネジメントシステムの一翼を担う

ISO9001を活用し、「安全で優れた品質」の製品・技術・サービスを提供できるように継続的な改善を積み重ねています。�

● ＩＳＯ9001の取得状況�

お客様の満足�

　お客様にご満足いただける企業であるために、クボタグループは、製品・サービスの品質向上と情
報提供に努め、コミュニケーションを大切にします。�

　企業を取り巻く多様なステークホル

ダーの信頼と満足を得るためにさまざま

な活動を行っています。�

�

社会性報告�

ＩＳＯ9001取得事業所一覧�

品質保証体制図�

産
業
イ
ン
フ
ラ�

環
境
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ�

機
械�

鉄　管�
�

鋼　管�

バルブ�

�

鋳　鋼�

�

ロール�

新素材�

産業機材�

エンジン�

トラクタ�

作業機�

建設機械�
�

電装機器�

�

上下水�

�

水環境�
�

�

リサイクル�

�

�

ポンプ�

�

浄化槽�

�

阪神・京葉�

�
京葉�

枚方�

�

枚方�

�

尼崎�

�
恩加島�

堺�

臨海�

筑波�

宇都宮�

枚方�

久宝寺�

東京本社�

本社阪神事務所�

新淀川環境プラントセンター�

東京本社�

本社阪神事務所�

東京本社�

本社阪神事務所�

久宝寺�

枚方�

東京本社、本社�

本社阪神事務所�

滋賀�

�

1999.1�
�

1998．7�

1994.9�

�

1993.3�

�

1996.3�

2005.8�

1998.5�

1994.6�

1994.6�

1994.6�

1997.2�

1996.4�

１994.8�

�

�

�

1997.10�

�

�

�

�

�

1995.12�

�

2003.4

ＪＣＱＡ�
�

ＪＩＣＱＡ�

ＬＲＱＡ�

�

ＬＲＱＡ�

�

ＪＩＣＱＡ�

ＪＩＣＱＡ�

ＪＩＣＱＡ�

ＬＲＱＡ�

ＬＲＱＡ�

ＬＲＱＡ�

ＬＲＱＡ�

ＬＲＱＡ�

ＤＮＶ�

�

�

�

ＬＲＱＡ�

�

�

�

�

�

ＬＲＱＡ�

�

ＪＵＳＥ�

ダクタイル鋳鉄管・異形管、強化プラスチック複合管・異形管、�

それぞれの付属品および関連製品、水情報ソフトウェア�

スパイラル鋼管、熱輸送パイプ�

バルブ、ゲート�

製紙用サクションロール、普通鋼、ステンレス鋼、耐熱鋼、�

パイプおよびフイッティング・ロール、スプール・コラム、パイル�

および置注鋳造品�

圧延ロール�

無機合成鉱物（商品名：ティーザクス）�

鋳物製品�

エンジン、トラクタ、作業機、建設機械�

エンジン�

エンジン、トラクタ�

作業機�

建設機械�

はかり・ロードセル�

浄水・下水処理・下水汚泥焼却溶融プラント�

産業用排水処理プラント、脱水装置�

�

有機性汚泥処理装置、汚水処理装置�
�

�

焼却・溶融施設、粉砕・選別資源化施設�

�

�

ポンププラント、水・下水処理設備�

�

プラスチック製小型合併処理浄化槽�

�

事業（本）部・事業所� 登録年月� 審査登録機関�対　象　製　品�

焼　却�
�

リサイクル�

�

社　長�

担当役員�

品質・ものづくり統括部�

産業インフラ事業本部�

機械事業本部� 事業所�

事業所�

事業所�

環境エンジニアリング事業本部�

浄化槽事業部�

空調事業部�

事業所�

事業所�



「札幌水道展」に出展�
（2005年10月26～28日）�
鉄管・バルブ・ポンプ・上下水エンジニアリング事業部�
(札幌コンベンションセンター)

「下水道展’05東京」に出展�
（2005年 7月26～29日）�
鉄管・バルブ・ポンプ・上下水エンジニアリング事業部／�
クボタシーアイ株式会社／株式会社クボタ建設�
(東京ビッグサイト)�
�

「なごや農業フェスタ2005」に出展�
（2005年 7月27～31日）�
機械事業本部／株式会社愛知クボタ�
(『愛・地球博』ささしまサテライト会場)�
�

技能コンクール・鋳物注湯作業（恩加島工場）�

農業機械・建設機械ディーラー向け�
「第59回クボタ機械グループディーラーミーティング」�
を開催　（2006年1月17～18日）�
(京都国際会館)

「ニューアース2005: 第5回地球環境技術展」�
に出展　（2005年10月26～29日）�
環境エンジニアリング事業本部�
(インテックス大阪)�
�

KTCディーラーミーティングを開催�
（2005年10月1～5日）　�
（アメリカ・テキサス州）�
�
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製造部門での品質向上活動�

お客様とのコミュニケーション�

　クボタの各事業部門およびグループ会社では、製品展示会を積極的に開催し、お客様によりご満足いただける製品をご

紹介するとともに、さまざまな立場のお客様のご意見をお聞きして、次の製品づくりに生かしています。�

● 製品展示会の開催�

　お客様にお使いいただく製品の品質向上を目指し、各製造部門では活発に

小集団活動を展開し、優秀な事例は社外発表を行っています。2005年度は

クボタ堺製造所・エンジン製造部が7月6日にパシフィコ横浜で開催された日

本能率協会主催の「ＩＴＣ2005」に参加し、優秀賞を受賞しました。また社内

で「技能コンクール」を定期的に実施し、技能の研鑽に努めています。�

�

�

　お客様にお求めいただいた製品に欠陥が発見され、処置が必要だと判断した場合は、迅速な情報開示とともに、関係機

関への届出や製品の回収・修理など、必要な対策を講じています。�

　2005年度においては、下記の製品の回収・修理を実施しました。�

　お客様のご期待に応え、ご満足いただける製品を開発するために、クボタグループはお客様の声に真摯に耳を傾けると

ともに、製品関連情報を積極的に発信し、お客様とのコミュニケーションの充実に努めています。�

● リコールなどの情報開示と対応�

●�

●�

●�

Ｒシリーズホイールローダ （揺動用センターシャフトの加工不良により回収・修理を実施）�

ＫＣ刈払機 （バンドのバックル部品不良により回収・部品交換を実施）�

電動車いす「ラクロードＥＷ40」（溶接強度不足により回収・修理を実施）�

�

11月 　1日�

2月 　9日�

2月 23日�



ミニバックホー「キングレヴＣＥバージョン」�

MERT

ＣＥバージョンラベル�

※ＲＯＰＳ/ＦＯＰＳ ： �

欧州の安全基準で、ＲＯＰＳは転倒時乗員保護構造、ＦＯＰＳは落下物乗員
保護構造への適合を示します。�

欧州基準適合製品に相当する安全機能
を備えていることを示します�
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　生活に欠かせない石油化学製品の原料であるエチレンは、

熱分解炉内に配列したクラッキングチューブ（熱分解管）

内で、ナフサ・エタンを高温に加熱・分解して生産されます。

1960年からクラッキングチューブの製造・販売を行って

きたクボタは、チューブ内で起こるコーキング（炭素が堆

積する現象）を低減する新型クラッキングチューブＭＥＲＴ

（Mixing Element Radiant Tube）を開発しました。

　ＭＥＲＴはクラッキングチューブ内面に設けた突起で内

部流体を攪拌し、伝熱特性を向上させて副反応を抑制す

る製品です。チューブ温度低下とコーキングの低減により、

メンテナンスコストの半減と燃料消費量の5%削減を達

成し、エチレン製造業界に大きく貢献しました。発売後も

ＭＥＲＴは継続した技術開発により適用可能炉を拡げ、現

在では全世界の約2割、190炉以上の熱分解炉で採用さ

れています。�

　クボタは「豊かな生活と社会の基盤を支える製品・技術・サービスを通じた、社会の発展と地球環境の保全への貢献」を

理念とし、次の三つを重点とした『研究開発』を行い、製品・サービスを通じてお客様の信頼に応え、「社会の底力」として

貢献できる企業を目指しています。�

　クボタは、世界中で通用する安全性、作業性、快適性を

備えたミニバックホーの開発に挑戦し続け、2002年か

ら3年連続して6ｔ以下のミニバックホー販売台数世界

No.1を達成しました。そこで培われた世界レベルの安

全性を日本向けに集約したのが、後方超小旋回機シリー

ズのミニバックホー「キングレヴＣＥバージョン」です。世

界で最も厳しいとされる欧州基準を超える独自の安全基

準に基づいて、転倒時にオペレーターを保護する4本

支柱のＲＯＰＳ/ＦＯＰＳ※キャノピ（天蓋）やＲＯＰＳ/ＦＯ

ＰＳキャビンを採用しています。また、バケット位置が高

い状態でエンジンを停止したあとでも蓄圧装置によって

バケットを降ろせる機構など、世界水準の安全機能を備

えています。�

　これからもクボタは安全性の高い建設機械の提供を通

じて、日本と世界各地のお客様のために安全で安心な作

業環境の確立に貢献していきます｡�

① 社会性に配慮し、かつお客様に安心し満足していただける製品�

② ライフラインや産業を支え、社会の発展に貢献する製品・技術�

③ 環境の再生や環境負荷の低減に寄与する技術・製品�

研究開発と製品・サービス�

● ライフラインや産業を支え、社会の発展に貢献する製品・技術�
　 ～世界の石油化学産業に貢献する、分解効率が優れた反応管�

● 研究開発の基本的考え方�

● 社会性に配慮し、かつお客様に安心し満足していただける製品�
　 ～安全性重視の建設機械�



膜型メタン発酵処理ユニット�

概略フロー図�
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　メタン発酵システムは食品廃棄物や下水汚泥などの

有機性廃棄物からエネルギーとなるバイオガスを取り

出すシステムです。例えば、年間約70万t発生する焼酎

廃液は、海洋投棄や飼料・肥料化・焼却などの方法でエ

ネルギーを使って処理しており、より経済的で環境に優

しい処理方法が求められていました。その要望に応え、

クボタは微生物によって焼酎廃液をメタン発酵させ、減

量化し、その廃液を排水処理して放流できるクリーンな

膜型メタン発酵ユニットを開発しました。このユニットで

は焼却にともなうダイオキシン類の発生がないうえ、得

られたバイオガスは燃料に利用できます。さらに独自に

開発した液中膜により、メタン菌を高濃度に濃縮・維持

することにより、設備の大幅な小型化、省スペース化を

実現すると同時に、アンモニアなどの発酵阻害物質を分

離除去して、連続運転を可能にしました�

焼酎廃液�

前処理装置�

可溶化槽� メタン発酵槽�

液中膜� 水処理装置�
汚泥脱水装置�

発電設備�
ボイラーなど�

バイオガス�

● 環境の再生や環境負荷の低減に寄与する技術・製品�
　 ～廃棄物をエネルギーに変える膜型メタン発酵ユニット�

�

クボタ膜型メタン発酵ユニット�

　廃棄物の焼却・溶融プラントでは、排ガス中のダ

イオキシン類は一般に触媒で分解しますが、その

触媒として、現在はチタン－バナジウム系触媒が

用いられています。�

　しかし、それに含まれる五酸化バナジウムは人

体に対する発がん性が指摘されており、化学物質

排出把握管理促進法（PRTR法）による第一種指

定化学物質に指定されている物質です。�

　そこでクボタでは、無害な主成分であるシリカ、

アルミナと鉄から構成されるゼオライト系触媒に

着目し、その骨格構造や担持金属がダイオキシン

分解率に与える影響について研究を行いました。

その結果、高い分解性能と耐久性に優れたゼオラ

イト系触媒の実用化に目途をつけました。�

TOPIC

ゼオライト系触媒�

　2005年6月21日、クボタの｢豊島不法投棄廃

棄物資源化システム｣(香川県)が、社団法人日本

産業機械工業会主催・経済産業省後援の｢第31

回優秀環境装置表彰｣において最高位となる経済

産業大臣賞を受賞しました。今後の大規模廃棄物

処理システムの指針となることが高く評価された

ものです。�

TOPIC

｢不法投棄廃棄物資源化システム｣が�
｢経済産業大臣賞｣を受賞�



安全運転教育�
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● 他社の知的財産権の尊重�

独占禁止法の遵守活動�

　開発段階から商品化にいたるまで各段階で他社の知的

財産権を調査、検討して、侵害しないように徹底しています。�

● 職務発明に関する発明考案規程の改訂�

● 広告・広報活動における著作権の尊重�

　2005年の特許法改正に適合するよう、発明考案規程

を改訂しました。改訂後は、発明の価値や発明者の貢献

の大きさに応じてメリハリのある補償ができるように変

更しました。�

　独占禁止法の遵守を徹底するため、独占禁止法遵守委

員会を設置し、全社問題として取り組んでいます。�

　講習会や階層別教育の機会を通じて啓発活動を継続

して行っています。�

　また自主監査を実施するとともに、本社関連部門によ

る監査を行い、遵守の徹底を図っています。�

　広告・広報活動において他社の著作権を侵害しないよう、

担当業務の従事者に対して研修を実施しました。2005

年度は2回実施し、47人が受講しました。�

下請法の遵守と公正な取引�

　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力

や団体に対しては、毅然とした態度で臨み、警察などの機

関と連携して絶縁を徹底しています。�

　反社会的勢力への不正な利益供与を防止するため、寄

付や団体への入会を審査する全社委員会を毎年２回開催

するとともに、担当する社員への研修を実施し、社内体制

を整備しています。�

反社会的勢力への対応�

安全運転への取り組み�

　知的財産は事業競争力の源泉となる貴重な財産です。

クボタは開発成果などの権利化を積極的に行っています。

また、知的財産に関する諸々の活動では、特許法をはじめ

とする知的財産法の遵守や法改正への迅速で的確な対応

を徹底しています。�

知的財産の保護と活用�

法令遵守意識の定着への取り組み�
　法令遵守は企業の基本条件です。クボタグループは社会から信頼される企業づくりを目指し、
事業に関連するすべての法令を遵守し、誠実な企業を目指す「コンプライアンス・マインド」の徹底
を推進します。�

　業務で自動車を運転する社員に対しては、定期的に安

全運転教育を実施し交通事故・交通違反防止への意識の

啓発を図るとともに、整備点検を徹底し、安全運行に努め

ています。また、地域の交通安全コンテストに積極的に参

加し、無事故・無違反で表彰を受けています。�

�

　クボタは、購買取引において下請法を遵守するとともに、

優越的な立場を利用して購買・取引先に不当な要求をす

ることのないよう、購買担当者や設計部門担当者に対す

る研修や全社教育カリキュラムのなかに教育講座を設け

て教育を行うなど、公正な取引の徹底を図っています。�

　また、協力会社との取引の内容、事務手続の適正維持

および苦情があった場合の担当窓口として本社に「協力

会社相談センター」を、事業所に「協力会社相談コーナー」

を設け、対応しています。�

�



ハンドブック『安全な取引のために』�

取り組み項目�

「情報セキュリティ規程」の見直し�

個人情報保護法施行に伴う改定�

・個人情報・機密情報等の取扱いの厳格化�

・個人所有ＰＣ等の業務使用禁止�

・ＰＣ等情報機器の社外持出し制限�

・各職場への情報セキュリティ推進責任者の配置�

・ＰＣ／サーバ等情報資産管理の徹底�

・協力会社における情報セキュリティ対策の推進�

・ファイアウォール、ウイルス対策ソフトの導入�

・ＰＣ等社外持出し時の保護対策強化�

・ＰＣ等情報機器廃棄時の確実なデータ消去�

・内部監査の実施（2006年度実施予定）�

・情報セキュリティ推進責任者に対する集合研修の実施�

・全従業員に対するｅ-ラーニング研修の実施�

組織的対策�

教育・訓練�

技術的対策�

情報セキュリティ監査�

具体的な実施内容�

情報セキュリティ推進体制�

クボタホットラインのフロー図�

情報セキュリティの取り組み内容�

法務教育の実績�

全社情報セキュリティ主管部門�

経営企画部�

各部門�

（� )

全社情報セキュリティ統括責任者�

経営企画部担当役員�

部門長�

情報セキュリティ推進責任者�

　ＩＴマネージャー、�

　ＩＴサブマネージャー�

2004年度� 2005年度�

37 人� 62 人�

社　長�

通報者�

コンプライアンス本部 担当役員�

コンプライアンス本部長�

企業行動監査部長�社外弁護士 等� 調査・確認�

報告�指示�

指示�

指示�

報告�

回答�

相談� 選択�

通報�

窓
口�
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情報セキュリティの強化�
　クボタでは、2001年6月に「情報セキュリティ規程」（セキュリティポリシー）を定め、全社的な推進体制のもとに情報

セキュリティの強化に取り組んでいます。�

「クボタホットライン」内部通報窓口�
　クボタグループは、社員が職場や業務の中で不正、違

法、反倫理行為を見たり、おかしいと感じたことを、上

司や事業所の担当部門に相談するほかに、本社の企業

行動監査部長への直通電話やメールまたは文書で直

接相談する内部通報窓口「クボタホットライン」を設け

ています。�

　通報者の利益やプライバシーの保護を図りながら、

違法行為の早期発見と抑制に役立つ制度として運用し

ています。�

営業担当者法務教育�
　商取引を取り巻く法的規制が多様化する今日、取引

や債権回収などにおけるトラブルの発生を避けるために、

営業担当者を対象とした法務教育を実施するとともに、

ハンドブック「安全な取引のために」を営業担当者に配

布して、与信管理知識の向上および民法・商法をはじめ

とする取引関連法規の理解とコンプライアンスの浸透

に努めています。�



人権啓発推進責任者�
（各事業所）�

人権リーダー�
（各事業所・部門）�
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人権啓発体制�
　コンプライアンス本部長を委員長とする「人権啓発推

進委員会」のもとに、人権啓発部が事務局となって、クボ

タグループ全体の人権啓発活動を推進しています。�

　さらに、各事業所、部門を単位とする「人権リーダー」

を任命し、各組織でも人権啓発の推進に取り組んで

います。�

人権相談窓口�
　クボタグループにおける人権問題の発生予防、早期発見、

迅速な対応のために、各事業所に人権相談窓口を設けて

います。相談窓口の責任者、担当者をはじめとする組織

的な活動により、適切な対応に努めています。�

人権啓発活動�
　毎年12月4～10日は人権週間です。クボタグループ

では、人権週間行事として、グループ全体から標語を募集

し、優秀作品をポスターにして社内に掲示するとともに、

地域の人権展への参加、街頭での啓発活動などに積極的

に取り組んでいます。�

　また冊子『私たちと人権問題』を従業員に配布して

いる他、社内報にも人権にまつわる記事を適宜掲載し

ています。�

人権研修の実施�
　クボタグループでは、人権啓発部、人事部や労働組合

の主催により、役員から管理監督者、一般社員、新入社員

に至る階層別の人権研修を行っています。また、全社員

を対象とするテーマ別研修や各事業所の人権啓発推進

委員による組織別研修を実施すると共に、社外の人権研

修にも積極的に参加しています。�

人権啓発活動�
　「クボタグループ行動憲章」において、私たちは「世界人権宣言」に則り、人権を尊重し、人権侵
害を行わないことを社員に求めています。また、プライバシーの尊重と、個人情報の保護に細心の
注意を払うことを明らかにしています。私たちは、企業活動においても人権感覚が強く求められて
いるとの認識のもと、人権を尊重する企業風土の醸成と定着を目指して活動しています。�

人権を大切にする風土の醸成と定着を目指して�

人権研修の実績（2005年度）�

参加人員�

役　員�

管理監督者�

一般社員�

新入社員�

階層別�

事業所別�

社外研修参加�

22�

635�

630�

203�

4,570�

425

合　計�

6,485

人権啓発推進委員会�
　コンプライアンス本部長�
　事務局 ： 人権啓発部�

（延べ人数）�

人権セミナー�

人権啓発テキスト�

『私たちと人権問題』�

標語のポスター�



相談者�

女性相談室�
（セクハラ相談窓口）�

相談者の上司 �
加害者と思われる者・加害者と思われる者の上司 �

人事部�
勤労担当部門�

セクシュアル・ハラスメント�
等対策委員会�

懲罰委員会�

確認�
対応�

確認�
対応�

確認・対応�

苦情申立、相談�

個人情報の取り扱いに関する小冊子�

イントラネットによる「ｅ－ラーニング」�

22

セクシュアル・ハラスメントの防止�
　男女雇用機会均等法に基づき、重大な人権侵害行為で

あるセクシュアル・ハラスメントを起こすことのないよう、

各事業所におけるセクハラ相談窓口の整備、労使による

対策委員会の設置、セクハラ防止研修・啓発活動などの

対策を講じて、快適な職場環境づくりに努めています。�

セクシュアル・ハラスメント相談の流れ�

個人情報保護のための管理組織と役割・機能�

個人情報保護法への対応�
　2005年4月の「個人情報保護法」施行に先立ち、クボ

タでは担当役員や事業部門長などから構成される個人情

報保護推進委員会を設け、個人情報保護方針や個人情報

保護規程などの社内規程の整備や、お客様からの問い合

わせ窓口を設置するなど、お客様をはじめとするさまざ

まな方の個人情報について適切に取り扱う体制を整えま

した。さらにクボタの取り組みをまとめた小冊子の配布

やイントラネットを使った「ｅ－ラーニング」の実施を通じて、

個人情報の適切な取り扱いについて従業員への周知徹

底を図っています。�

委員長・・・・・・・・全社的最高責任者     �

副委員長・・・・・・委員長の補佐     �

委員会の役割・・個人情報保護の風土醸成     �

　1.全社方針の策定     �

　2.全社的啓発活動計画の立案および実施     �

　3.全社にまたがる開示等の求めへの対応     �

　4.漏えい等の事故対応     �

　5.子会社・関連会社への指導方針策定他     �

　1.委員会策定等の全社方針の担当部門内での展開推進     �

　2.担当部門内の推進活動の総括     �

　3.複数事業部にまたがる推進活動の調整     �

　4.対外的窓口の設置・運営     �

　5.管轄下の子会社・関連会社指導の管理・監督     �

　1.統括責任者の補佐     �

　2.管轄部門の円滑な運営     �

　3.統括部会のメンバーとして全社運営に対する意見具申および会社方針策定への参画�

　1.当該部門における保護規定に則った適正な業務遂行を確保するための管理・監督     �

　2.子会社・関連会社の指導     �

　1.推進責任者の補佐     �

　2.保護規程に則った業務遂行のための指導・助言     �

　3.当該部門に関する開示等の求めへの対応     �

　4.部門内教育計画の立案および実施     �

　5.子会社・関連会社への具体的な指導実施     

　本部長　　　　 　●�

　統括部　　　　 　●�

　各事業部　　　　 ●　●　● �

　各事業所 ●　●　●�

機械事業本部�

　本部長　　　　 　●�

　統括部　　　　 　●�

　各事業部　　　　 ●　●　●�

　各事業所 ●　●　●�

産業インフラ事業本部�

　本部長　　　　 　●　●　�

　統括部　　　　 　●�

　各事業部 ●　●　●  �

　各事業所 ●　●　●�

環境エンジニアリング事業本部�

担当役員　　　　 　● �

各部門　　　　 ●　●　●�

ＩＴ・関連子会社管理�
および人事部門●選任�

間接部門�

事務局 ： 法務部       ●　●　●�

　　　　企業行動監査部  ●　●　●�

　　　　人権啓発部         ●　●　●�

コンプライアンス本部�
 委 員 長 ： コンプライアンス本部担当役員     �

 副委員長 ： 人事部担当役員�

社　長�

個人情報保護推進委員会�

個人情報保護推進委員会�

個人情報保護推進統括責任者�

●�

個人情報保護推進統括委員�

●�

個人情報保護推進責任者�
●�

個人情報保護推進員�

●�



●自己選択を中心とした能力開発
プログラムの策定（基礎・基本・
応用教育）�

●次代の経営幹部・ビジネスリー
ダーを早期に選抜・育成するシ
ステムの導入（Ｋ’ｅｉ塾・事業プ
ロデューサ制度）�

●「業績チャレンジ制度」の展開�●「月俸制度」を導入�

●業績連動型賞与の運営強化�

●ポイント制退職金制度の導入�

●上級職に複線型の職務系列（コース）を
導入（マネージャ職・スペシャリスト職・
エキスパート職）�

●社員全階層で「資格」を撤廃し、「等級管
理制度」へ移行�
●一般社員は4つの職務系列（クリエイト職･
ビジネス職･アソシエイト職･テクニカル職）
に区分され、それぞれの役割に応じた働
き方で業務を遂行�

・評価結果は月俸ランクの変動や賞与へ反映�

等級管理制度�

評価制度�給与制度�

教育研修制度�

・コース毎に異なるレベルの目標設定�

・コース毎の母集団形成�

・役職部長以上および役職職長・作業長は�
  絶対評価方式を導入�

・進級基準に活用�

・等級基準年数短縮、降級の仕組みを導入（上級職のみ）�

・教育の履修状況、理解度、習得度を進級要件に設定�
・選抜教育の実施�

・コース、等級毎に月俸水準を設定�
・定期昇給制度の廃止　・評価によるメリハリのある処遇�

23

● 業績チャレンジ制度�

人事に関する基本方針～「公正・透明」「挑戦・創造」�

　MBO（目標管理）の考え方をベースに、①会社・社員

の目標統合、②成果主義の追求とチャレンジングな企業

風土の醸成、③評価の透明性向上・能力開発の促進をね

らいとした人事評価制度を全階層に展開。当社人事制度

のコアに位置づけ、あらゆる処遇の根幹機能として運営

しています。�

　「経済・社会の永続的な発展と、時代の要請に応じた企

業変革の担い手は、常に“人（従業員）”であり、かけがえ

のない財産である」　――クボタは、この理念をベースに、

社会環境の変化・事業経営の動向・経営課題の実現と常

に連動した、公正で透明な人事制度を制定・運営し、挑戦

と創造を重視した活気のみなぎる企業風土の醸成に努

めています。�

● 2005年度の新たな取り組み�

　新しい人事制度の定着と浸透を図るために、新任役職

部長マネジメント研修を導入しました。評価者教育と労

務管理教育を中心に、役職者としてマネジメントに対する

意識付けと能力向上を図っていきます。同じように役職

課長労務管理研修も実施し、労務管理と部下育成指導の

能力向上に努めていきます。�

「成果主義」を基盤とした人事制度の確立へ�
　2001年度からスタートした中期経営計画に基づ

く「人事諸制度の改革」の推進により、企業競争力の源泉

である人材の育成・強化に取り組んでいます。人事制度

の改革にあたっては、①年功的要素の極小化、②終身雇

用で露呈する弊害の排除、③悪平等の払拭という考え方

を基本にして、あらゆる制度に「成果主義」の考え方を導

入しました。社員一人ひとりの個性や能力を重んじなが

ら適材適所を実現し、それぞれの社員が発揮した成果に

対する公正な評価と処遇への反映が行えるよう、人事諸

制度の改定を2002年4月より段階的に実施・運営し、

2005年4月から全従業員に新たな人事制度を適用

しています。�

働きやすく活気ある職場づくり�

役職者対象教育の充実�

　働く人たちの人権と個性を尊重し、挑戦と創造を重視した活気のみなぎる職場の実現を目指し
ています。�



クリエータ型人材の育成�

導入研修 → 配属�

コア人材の発掘・育成�

基盤能力の向上� 専門能力の養成�

事業部別研修�

自
立
的
な
能
力
開
発�

専
門
技
術
領
域
の
拡
大
・
深
化�

合宿研修�
工場実習�

必須科目�
研究論文�

選択科目�
資格取得�

マーケティング�
ヒューマンリソース�

経営戦略�
アカウンティングファイナンス�

基礎・基本教育／OJT

応用教育・ジョブローテーション�

K'ei塾・教育出向制度�
事業プロデューサ任命制度・先端技術異分野交流�

（人）�

上級職�
(管理職)

2,206 1,770 665 616 4,407 244 9,908

クリエイト職�ビジネス職�アソシエイト職�テクニカル職�

一般社員�
嘱託社員�合　計�

妻の出産時の休暇制度�

育児休暇制度�

出産当日を含む1ヵ月以内に連続または分割して3日間 

原則として子が1歳に到達する前日までの期間�

小学校就学始期に達するまでの子を養育する�
従業員が申出た場合6日間（無給・欠勤）�

フィットプラン（クボタ版カフェテリアプラン）にて、�
中学生以下の子の育児･教育に関する費用の補助�

看護休暇制度�

育児関連費用の補助�

子育て支援に対する主な制度�

男性 91.6％�
（9,079名）�

女性 8.4％�
（829名）�

（人）�

取得率�■出産者�
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「自立したクリエータ型人材」を創出する教育研修�
  「ものづくりの前に人づくりあり」の精神のもと、従業員

教育に積極的に注力しています。特に上級職・クリエイト

職については、2002年4月に抜本的な改定を行い、そ

れぞれのキャリア開発を支援する教育体系としたのに加

え、次代の当社を支える「新しい付加価値を創出できる

人材」の早期発掘と育成に資する選抜教育も体系化しま

した。また、テクニカル職については、「ものづくり」を支

える技能の向上と伝承に努めており、採用した社員に対

して、入社後の1年間「ものづくり」に必要な基礎･基本

教育を行っています。また、2005年4月から人事制度を

改訂して教育研修と進級要件とをリンクさせ、能力向上

意欲を喚起するよう取り組んでいます。�

社員の適性と能力をフルに活かす雇用制度�
  「従業員の雇用を守ることは企業の社会的責務である」

という考え方のもと、個々のキャリアプランや適性・能力

の多様性に応じた雇用管理を行っています。�

● 60歳以降の新再雇用制度�

　クボタでは、これまで、厚生年金支給開始年令の段階的

引上げに伴い、社員の定年退職後の生活安定と、会社で

の能力活用を目的とした再雇用制度を実施してきました。

2006年4月からは、法改正に伴い、労使協議を経て全社

員を対象に「新再雇用制度」を導入。定年退職後も就業

を希望し、なおかつ一定基準を満たす場合は、引き続き

勤務することができます。�

● 採用活動の展開�

  「自立心をもち、新たな付加価値が創出できるクリエ－

タ型人材」を求め、2005年度はクリエイト職として事務・

技術社員102名を新卒採用（2006年4月1日入社）。ま

た26名を中途採用し、即戦力としての活用を図っていま

す。「ものづくり」の現場を支えるテクニカル職は66名

を新規採用、44名を中途採用し、次世代への技能の伝承

に努めています。�

● 雇用機会の均等�

● 全従業員数（2006.4.1現在）�

  労働基準法や男女雇用機会均等法の精神のもと、性差

のない公平な人事施策を行っています。特に1998、

1999年の法改正以降は、母性健康管理規程の新設、育

児休暇・看護休暇制度など、子育て支援の諸制度の見直

しを行い、女性社員が安心して働くことのできる就労環

境の整備に努めるとともに、女性保護規定の撤廃に応じ

た各種労働条件の整備も行っています。�
育児休暇取得率の推移�

女性比率�
（2006年4月1日現在）�



障がい者雇用率の推移�

2.00�

1.95�

1.90�

1.85�

1.80�

1.75�

1.70�

1.65

（雇用率）�

キャリア支援のステップ�

30歳前後�

40歳時点�

50歳代�

必修教育�

キャリデザイン�
セミナー�

人生設計セミナー�
・50歳時点�
・55歳時点� キャリアデザインセミナー�

労使委員会�

フィットプランの冊子�

1.79 1.80

1.74

2.02
2.14

（年度）�2001 2002 2003 2004 2005
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障がい者雇用の促進�
　2003年に設立した「クボタワークス」は、ビル管理、

印刷、情報処理などを行う障がい者雇用の「特例子会社」

です。19名の知覚、聴覚など身体に障がいを持つ各社員

が特性に合った仕事を通して、社会に参画しています。今

後も、障がいを持つ仲間の働きやすさを追求し、さらに多

くの仲間と働けるように一歩一歩努めていきます。�

多様化・高度化するニーズに対応する福利厚生制度�
　クボタの福利厚生制度は、「従業員へ安心感・安定感を

与えることでやる気と能力向上を促し、成果を発揮でき

るような仕組みと環境を提供してゆくこと」を基本理念

としています。�

　現在は、フィットプラン（クボタ版カフェテリアプラン）

を導入し、多様化・高度化する従業員ニーズに対応すると

ともに、「自己責任」の時代に相応しい制度運営を行って

います。�

豊かな人生を送るためのキャリア支援�
　体系的なキャリア支援を行うために30歳前後、40歳

時点、50歳代の三つの世代でキャリアデザインに関する

研修を実施しています。それぞれの研修で、これまでの

キャリアや人生を振り返るとともに、今後の人生について

自分自身で考える機会を提供し、改めて自らのキャリア

や人生をデザインできるようにサポートしています。�

課題解決のパートナーとしての労使関係�
　クボタの労使関係は、経営情報の共有化と事前協議を

基調とし、良好な労使関係を長年維持しています。日本

的雇用賃金制度の枠組みが崩れつつある中で、個々の事

業環境を労使が相互確認し、意思の疎通を深め、将来の

企業発展に努めていくことを労使共通の認識にしていま

す。具体的には、各種労使委員会を設置し、雇用・労働時間、

人材育成、労働条件などに関わる労使課題について、企

業発展と人間尊重の視点で協議を重ねています。�



健康増進啓発活動のポスターとキャラクター�
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元気に働く社員を支援�
　クボタでは、在職中のみならず退職後も長く健康でいきいきと自己実現に向かって生活、仕事ができるようにと、個々の

社員を支援しています。�

● 健康管理活動�

　クボタでは定期健康診断の受診率ほぼ100％を保っ

ています。近年では若年層に増加しつつある生活習慣病

を早期発見するために、法定項目以外に生活習慣病関連

項目を追加して、すべての年齢層の従業員を対象に血液

検査を実施しています。その結果、生活習慣病またはそ

の予備軍と判定された社員に対しては、各事業所の産業

保健スタッフ（産業医、保健師、看護師）が中心となって、

クボタ健康保険組合と連携を取りながら、個別面接、健康

教室などの保健指導を実施し、生活習慣病の発病・進行

抑制に努めています。�

　また、心の健康診断として、職業性ストレス簡易診断も

実施。全社員に対する均質かつ効率的な健康管理・支援

を行うため、健康管理支援システムを構築し、健康づくり

運動を展開しています。�

● メンタルヘルス�

　クボタでは心と体の健康の維持増進の目的で定期

健康診断時に合わせて、自席のパソコンでできる職業

性ストレス簡易診断システムを2002年度本社に導入し、

2004年度には全社展開しました。また本社メンタルヘル

ス推進委員会（精神科医、人事部、健康管理室、安全衛生

推進部、労働組合で構成）を定期的に開催し、メンタルヘ

ルスケアの立案、推進を図っています。2004年1月から

は精神科医による『心の健康相談室』を開設し、相談の結

果必要に応じて医療機関を紹介しています。�

　2006年4月からは長期休務者を対象にした職場復

帰支援プログラムを導入しました。�

�

● 健康づくり活動�

　国が推進する21世紀における国民健康づくり運

動「健康日本21」と連動して、健康保険組合との連携に

より2004年度より『健康クボタ21』をスタートさせま

した。一次予防としての生活習慣病対策に重点を置いた

健康づくり活動を目指し、各事業所で健康クボタ21推進

員を中心に事業所単位の活動を展開しています。この活

動には、個人で取り組むセルフプランと事業所全体で取

り組むグループプランがあり、クボタではその双方を実施

するほか、年に一度本社で全国推進員会議を実施して、

研鑽と情報交換を図っています。健康保険組合のホーム

ページでは各事業所の推進状況を知らせるコーナーもあり、

推進員が各事業所での活動を行いやすいよう支援して

います。�

● 健康管理支援システム�

　業務の効率化と、健診データの一元管理により社員の

健康状態の分析と保健指導の質を高めて、評価・分析を

することを目的に、新しい健康管理支援システムを2005

年に導入しました。�

肥満度 : C

血糖値 : E

血圧 : D

総コレステロール : D

中性脂肪 : A

HDLコレステロール : A

腎機能 : A
A�A�
B�B�
C�C�
D�D�
E�E�
F

A�
B�
C�
D�
E�
F

貧血 : A

尿酸値 : A

肝機能 : A

診察結果�
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製造部門の取り組み�
　「仕組みづくり」としては、リスクアセスメント手法の導

入によるリスク低減活動と設備安全基準の策定をはじめ、

機械設備の本質安全化を推進しています。「人づくり」で

は、教育研修を積極的に行うことにより、法令遵守はもと

より、社員の安全を配慮する活動へとレベルアップを図っ

ています。�

　また、各工場における安全衛生管理活動の強化を図る

ため、社内の安全衛生パトロールだけでなく、社外の専

門家による安全診断を実施し、安全衛生管理の更なる向

上に取り組んでいます。�

建設工事部門の取り組み�
　「仕組みづくり」「人づくり」の観点から、設計基準の

策定・運用および教育研修、建設工事現場への安全衛生

パトロールなどの実施により、事業部による店社管理機

能の強化、作業所の統括管理の徹底を図って、災害の撲

滅に努めています。�

安全で健康に安心して働ける職場を目指して�
　クボタの安全衛生管理は、中央安全衛生管理と事業場安

全衛生管理（所工場部門・建設工事部門）に分け、1973年

度からスタートした5ヵ年ごとの『長期災害減少計画』と年

度ごとの安全衛生指針に基づき、安全文化を醸成する『仕

組みづくり』と『人づくり』を重点課題として推進しています。�

　また、労働安全衛生マネジメントシステムについては、

5事業所がOHSAS18001の認証を取得し継続運用し

ています。なお、その他の事業所も、クボタ独自の規格で

ある「クボタ安全衛生管理プログラム」に基づき、労働安

全衛生マネジメントシステムを構築し、実効ある運用を

図っています。�

�

労働安全衛生への取り組み�
　『安全最優先』の理念のもと、『人命尊重』の観点から、労働災害や職業性疾病のない安全で健康に
安心して働ける職場づくりを推進しています。�

　製造所で掲げる安全活動の三本柱
（安全人間づくり・作業の本質安全化・
設備の本質安全化）をはじめとする各
種の安全衛生活動の取り組み状況な
どを部門別に評価し、優秀職場を
『安全認定職場』として認定。�

第7次長期災害減少計画（2003～2007年度）目標�

①重篤、重大災害ゼロ�
②挟まれ巻き込まれ・墜落転落災害の再発防止�
③快適な職場環境への改善と心身の健康づくり�

▲  全産業平均（休業4日以上）�
■  製造業平均（休業4日以上）�
◆  クボタ実績（休業1日以上）�

所工場部門の休業災害度数率の推移�

2.0

1.8

1.6

1.4

1.2

1.0

0.8
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0.4

0.2

0

（度数率）�

2001 2002 2003 2004 2005

1.79 1.77 1.78

0.97 0.98 0.98

1.85
1.95

1,010.99

0.44

0.610.32

※度数率：100万労働時間当りの死傷者数�
             （度数率1.0は、500人規模の工場で４日以上休む災害に年間一人�
               が被災する率を示します）�

0.41 0.36

（年）�

OHSAS18001認証取得事業所�

所工場部門における活動事例の紹介�

筑波工場�

京葉工場（船橋）�

京葉工場（市川）�

阪神工場（武庫川）�

阪神工場（尼崎）�

〈 2000年12月認証取得 〉�

〈 2002年　2月認証取得 〉�

〈 2002年　2月認証取得 〉�

〈 2003年11月認証取得 〉�

〈 2005年　4月認証取得 〉�

安全認定職場（堺製造所）�

安全教育設備（筑波工場・宇都宮工場）�

リスクアセスメント活動（枚方製造所）�

ラインのミニモデルで命札・非
常停止装置・安全プラグの使用
方法など
を教育。�

リスクアセスメントのデータを
ＰＣに入力。リスクアセスメント
実施状況・対策結果を所内ホー
ムページ
上で公開。�

危険に対する感受性を高める
ため、「回転物への巻き込まれ」
の危険を体感する設備を設置
し、新入社員
教育などに
活用。�

リスク評価に応じて色分けさ
れたリスクアセスメント評価
表を現場に掲示（対策完了ま
での注意
喚起）。�

筑波工場� 宇都宮工場�



災害対策マニュアル�
耐震補強工事を行った�
本社第二ビル�

消火訓練� 発電機�
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作業環境改善�
　職場における安全と社員の健康、さらには地域環境の汚染を防止するため、騒音・化学物質管理を中心に、常に作業環

境の点検と改善を行っています。�

災害への備え�
　クボタグループの国内各事業拠点では、地震・火災に備えた各種訓練を定期的に実施しています。�

　また、緊急時のバックアップ体制の整備・飲料水の備蓄などを行い、被害を最小限にとどめ、企業活動の早期復旧ができ

る体制を整えています。�

騒音職場数推移� 有害物質（粉じん・有機溶剤・特化物・鉛）�職場数推移�

※クボタ国内生産事業所のデータ�

● 騒音�

　騒音の第3管理区分職場は2004年7月と比較して3

職場増加しています。今後も第3管理区分職場ゼロを目

指した取り組みを推進していきます。�

● 有害物質�

　有害物質取扱職場（粉じん・有機溶剤・特化物・鉛取扱

職場）は、2004年7月と比べ７職場増加し、9職場で第3

管理区分となりました。2005年4月から法定管理濃度

が厳しくなったことが主な原因です。直ちに改善策を検

討し、計画的改善を図るとともに、更なる快適職場の実現

に向けて取り組みます。�

2000年�
7月�

2001年�
7月�

2002年�
7月�

2003年�
7月�

135

165

62

127

167

53

112

178

56

130

163

47

98

103

52

2004年�
7月�

2005年�
7月�

（職場数）�

350�

300�

250�

200�

150�

100�

50

（職場数）�

350�

300�

250�

200�

150�

100�

50

70

93

55

2000年�
7月�

2001年�
7月�

2002年�
7月�

2003年�
7月�

292

28

283

22

313

39 5

313

23

273

12 22

2004年�
7月�

2005年�
7月�

221

29 9

第1管理区分�

第2管理区分�

第3管理区分�

第1管理区分�

第2管理区分�

第3管理区分�

● 「災害対策マニュアル」の制定�

　1995年の阪神・淡路大震災の被

災経験をふまえ、大規模災害への備

えと災害発生時の対応手順を定めた「災

害対策マニュアル」を制定し、防災・

復旧体制を定めました。�

�

　各事業拠点で社屋の耐震工

事を推進しています。�

　クボタ本社では、1960年に

建設された本社第二ビルの耐

震補強工事を実施しました。�

�

● 各種訓練の実施�

● 建物の耐震工事�

● 被災からの速やかな復旧への体制づくり�

　クボタ本社では、2005年7

月22日に本社在籍の全役員・

従業員を対象に地震避難訓練

を実施しました。�

　また火災発生時に備え、消火

訓練も実施しています。�

　その他の事業所においても

定期的に訓練を実施し、非常時

に備えています。�

　被災時に備え、重要な電磁記

録は複製し、遠隔地に保管して

データ喪失のリスクを回避して

います。�

　またクボタ本社には非常用大

型発電機を設置し、不測の事態

に備えています。�

�

�



鋳鉄製耐震水道管の展示（模型）� 「クボタスピアーズ」ブース�

「那須小川まほろば太鼓保存会」の演奏� 近隣地域の皆様に多数ご参加いただきました�

真剣な表情の小学生たち�
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地域の皆様との交流�

● 「第34回クボタ豊年まつり」を開催  (2005年8月5日 クボタ宇都宮工場)

　「クボタ豊年まつり」は毎年

8月に開催しており、周辺にお勤め、

お住まいの皆様からご好評をい

ただいています。今回は「那須小

川まほろば太鼓保存会」に出演し

ていただきました。�

● クボタ筑波工場「やわらのまつり」に出展 �
     （2005年11月3日 茨城県谷和原村公民館）�

　筑波工場のある谷和原村（現・

つくばみらい市）公民館で開催さ

れた「やわらのまつり」に、同工

場で製造したトラクタを展示しま

した。�

　竜ヶ崎工場で製造した自動販

売機を展示し、自動販売機の売

上金は、チャリティーとして寄付

しました。�

● 「ふなばし市民まつり」に参加 (2005年7月22～24日 千葉県船橋市内)
　ラグビー部「クボタスピアーズ」

のブースを設置するとともに、ク

ボタ京葉工場で製造している鋳

鉄製耐震水道管の模型を展示し

ました。�

● クボタ竜ヶ崎工場「龍ヶ崎商業まつり」に出展�
     (2005年11月23日 茨城県龍ヶ崎市内)

　各地の事業拠点とその周辺では、地域の皆様にご参加いただける行事を開催しています。�

地域社会とのコミュニケーション�
　クボタグループの事業活動は、地域の多くの皆様に支えられてきました。これからも企業市民と
して地域の皆様との交流の機会を積極的に持ち、地域社会の発展のために努力していきます。�

● 新潟県中越地震被災地域の高校生、小学生へのラグビー指導（2005年6月11日）�

　6月11日、震源に近い新潟県

立小千谷西高校(小千谷市)グラ

ンドで、被災地域の高校生、小学

生を対象にしたラグビー教室を

開催しました。当日は高校生32名、

小学生8名のラガーの皆さんが

参加し、選手と一緒に汗を流しま

した。�



枚方製造所�
(大阪府枚方市 2005年11月5日)

滋賀工場�
(滋賀県湖南市 2005年6月23日)

久宝寺工場�
(大阪府八尾市 2006年3月29日)
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地域社会への貢献�

● 事業拠点周辺の環境美化に努めます�

● 地域の皆様とともに歩んでいきます�

　企業市民として、地域社会の発展と地域環境保全のための取り組みを行っています。�

教育への支援�

● クボタの事業所では、小学生～高校生を対象とした工場見学受け入れ・校外教育を実施しています。�

● 大阪科学技術館への展示�

　未来を担う世代への教育を支援しています。�

　大阪科学技術館(大阪市西区)に展示テーマ“ごみは資源「回転式表面溶融炉」”を出

展し、身近なごみ問題を映像やゲームなどで楽しく理解する機会を提供しています。同

科学館は「学ぼう、活かそう、科学技術の再発見」をテーマに、幅広い分野にわたる最新

の科学技術や産業技術を、楽しみながら学べる科学館です。�

宇都宮市社会福祉協議会に、タオル・石鹸�
を寄贈いたしました (2005年4月1日)

筑波工場を見学する千葉県柏市立�
高田小学校の皆さん�

筑波工場を見学する千葉県柏市立�
第五小学校の皆さん�

堺製造所を見学する大阪府堺市立�
安井小学校の皆さん�

環境教育を受講中の栃木県立�
宇都宮工業高校の皆さん(宇都宮工場)

環境教育を受講中の兵庫県立�
尼崎工業高校の皆さん�

工場概要の説明を受ける和歌山県立�
紀北工業高校の皆さん(堺製造所)�
�

地域行事を支援しています(大阪市浪速区・�
廣田神社夏祭り 2005年8月2日)

30年以上にわたり従業員の献血活動を続け�
ています（厚生労働大臣より表彰）�

※設備等の関係で、一部受け入れできない事業所があります。詳細は各事業所にお問い合わせください。�



第23回�
全国都市緑化フェア�

ジャパンフラワー�
フェスティバル2005ぎふ�
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「ビーグッドカフェ丸の内」に協賛�

世界で活躍する日本選手を応援�
　日本オリンピック委員会(ＪＯＣ)のオフィシャル・パート

ナーとして、オリンピックなどの国際スポーツ大会に出場

する選手や出場を目指す選手を応援しています。�

「ジャパンフラワーフェスティバル2005ぎふ」に協賛�
　わが国最大級の花の祭典「ジャパンフラワーフェスティ

バル2005ぎふ」（2005年5月13～15日、岐阜県可児

市・花フェスタ記念公園）に協賛しました。�

「全国都市緑化大阪フェア」に協賛�
　大阪市で開催された「第23回全国都市緑化フェア」

（2006年3月25日～5月30日、大阪城公園）に協賛しました。�

「クボタ・ヒューテック・セミナー」に協賛�
　教育分野での社会貢献と若者たちへの環境に対する意

識啓発を目的に、講義2回と課外授業1回によるセミナー

「クボタ・ヒューテック・セミナー」を東京と大阪の2会場

で開催しています。対象は、科学に興味をもつ中学生・高

校生で、日々進歩していく科学知識を分かりやすく解説し

ています。2005年（第38期）は「脳

を考える」をテーマに、脳のなりた

ちや記憶のメカニズムなどを学びま

した。（朝日新聞社・朝日カルチャー

センター主催、1985年からスタート）�

「毎日国際交流賞」に協力�
　毎日国際交流賞は、市民レベルで行われる国際交流の

支援と国際理解の促進を目的に、国内外の国際交流・協力・

援助活動を顕彰するもので、クボタは第1回から協賛、第

4回から全面協力しています。第17回（2005年）は、中

国で緑化協力活動を行っているＮＰＯ法人「緑の地球ネッ

トワーク」と、アフリカ・ルワンダで障がい者に義足を送る

活動をしているＮＧＯ「ムリン

ディ・ジャパン・ワンラブ・プロ

ジェクト」日本事務所代表の

ルダシングワ（吉田）真美さん

が受賞されました。（毎日新聞

社主催、1989年からスタート）�

　持続可能な社会を考えるＮＰＯ法人「ビーグッドカフェ」

が主催する、ナチュラルフードカフェ「ビーグッドカフェ

丸の内」に協賛しました（2005年4月2日～11月7日 

東京・丸ビル）。環境負荷の少ない食品を提供すると

ともに、地球環境保護に対応したライフスタイルを考

える場として、ゲスト

を迎えてのトークイ

ベントなども開催し

ました。�

社会・文化支援活動�
　「企業は社会によって生かされている」という考えのもと、クボタはさまざまな分野で社会・文化
支援活動に積極的に参加しています。�



「子供を守ろう」をテーマとした公共広告�

研修風景�
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「ふるさとの田んぼと水・�
子ども絵画展2005」に協賛�

　東京駅八重洲口地下街メイン・アベニューで開催された

「ふるさとの田んぼと水・子ども絵画展2005」（2005

年10月29日～11月14日）に協賛しました。�

経済産業省の「産学連携製造中核人材育成事業」に参画�
　クボタと（株）クボタ教育センターは、2005年度よ

り開始された経済産業省の「中核人材育成事業」で「鋳

造現場の中核人材育成プロジェクト」の委託を受けて（近

畿ブロック）活動しています。本プロジェクトは、世界を

リードする高度な鋳造技術を継承する人材の長期的育成

を目指すものです。�

小中学校の先生に「社会体験研修」を実施�
　クボタ堺製造所では、堺市立の小中学校で教鞭をとら

れている先生の研修の一環として、工場でものづくりを

体験していただく「社会体験研修」を毎年実施しています。�

2005年度は3名の先生方がそれぞれ3日間の研修を体

験されました。�

公共広告機構会員活動�
　（社）公共広告機構（ＡＣ）は、広告のもつ強力な伝達力

や説得機能を生かし、社会と公共の福祉に貢献することを

目的とする民間の非営利団体で今年35周年を迎えます。

クボタは、設立発起人としてACの誕生に大きく貢献し、社

長が理事を務めると同時に、大阪本部の財務実行委員会

や運営委員会の委員として、広告を通じてさまざまな提言

を発信し、住みよい社会を実現するお手伝いをしています。�

　新潟県中越地震復興支援のために、新潟県ラグビー協

会の提案によって2005年6月12日に新潟スタジアム・

ビッグスワンで開催された「中越地震復興支援チャリ

ティーマッチ」に、クボタラグビー部「クボタスピアーズ」

が参加。1万人を超えるファンの前で、（株）神戸製鋼所「コ

ベルコスティーラーズ」との熱戦を展開しました。この試

合の収益は、復興義援金として新潟県に寄付しました。�

ラグビー部「クボタスピアーズ」の活動�

　1984年に発足したクボタラグビー部「クボタスピアーズ」は1998年に東日本社会人リーグ昇格を果たし、現在は

ジャパンラグビートップリーグに所属しています。クボタグループは創業100周年(1990年)を機にラグビーをカンパニー

スポーツと位置づけて強化を図るとともに、地域の皆様との交流を推進しています。�

熱戦を繰り広げる両チームの選手たち�

● 新潟県中越地震復興支援チャリティーマッチへの参加�



ユーティリティー・ビークル�

パチャジャラン大学での講義風景�
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アメリカ合衆国 ハリケーン「カトリーナ」被災地への支援�

　2004年12月26日にスマトラ島沖で発生した巨大地震・津波の被災地に対し、クボタ

は日本赤十字社を経由して1000万円の義援金を拠出いたしました。この支援活動に対し、

2005年9月に日本赤十字社より｢金色有功賞｣が授与されました。�

�

　2005年8月にアメリカ合衆国南部を襲った大型ハリケーン「カトリーナ」により

被災した地域に対して、クボタとアメリカ合衆国内で事業を展開しているグループ会社5社

は、義援金20万ドルとアメリカ合衆国内に勤務する従業員からの募金、さらに物資の運搬

をはじめ幅広い用途に利用できるユーティリティー・ビークルなどの製品20万ドル相当を

関係機関に寄贈しました。�

パキスタン北部地震被災地への支援�
　2005年10月8日にパキスタン北部で発生した巨大地震は、犠牲者8万人以上、被災者は約400万人という大きな被

害をもたらしました。クボタは被災地の復興支援のため、日本赤十字社に救援金500万円を寄贈しました。�

インドネシア・スマトラ島沖地震津波被害への支援に表彰�

　クボタは、代表取締役と各部門から任命された委員で構成される全社管理組織「安全保障貿易管理委員会」を設置する

一方、各事業部門では委員が中心となって、製品が大量破壊兵器の開発などに利用されないように、個々の取引について

適切に輸出管理を行っています。�

　また輸出入業務を行う社員に対しては定期的な研修会を実施し、さらに階層教育における研修を通じて、外為法などの

関連法令や社内管理規程の周知徹底と遵守に努めています。�

安全保障貿易�

　クボタ堺製造所では、国際協力機構（ＪＩＣＡ）の依頼を受け、環境マネジメント・農業普及

に関する研修と工場見学を実施しています。�

　2005年度は東南アジア、アフリカ、南米の国々から19名の受講者を受け入れました。�

国際協力機構（ＪＩＣＡ）の依頼を受け、研修・工場見学を実施�

　クボタグループのＰ．Ｔ．クボタインドネシア（スマラン市）は、毎年、同国内の高校生・大

学生に職業訓練を実施しています。2005年度は高校生26名・大学生31名を受け入れ

ました。また、同国バンドン市のパチャジャラン大学において、月1回の農業関連講座を開

講しています。�

�

インドネシアで職業訓練・教育支援を実施�

国際社会との共生�
　大阪・難波の地に創業以来、１世紀以上を経てクボタグループのステークホルダーは世界中に広
がりました。世界中の皆様に支えられていることを忘れずに、国際社会との共生をこれからも目指
していきます。�
�
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1. 石綿使用状況について�

2. 当社の考え方について�

　石綿による健康障害を防止するため、法律により青石綿については平成7年4月以降、

白石綿については平成16年10月以降その使用が禁止されました。�

　当社は、昭和29年から一部製品の原材料として青石綿と白石綿を使用しておりましたが、

法律に先駆けて、まず昭和50年に青石綿の使用を止め、平成13年には白石綿の使用も止

めて、製造中止や無石綿製品への代替を行っております。�

　当社は、多くの従業員および周辺住民の方々に石綿疾病患者が発生しているという事実

を真摯に受け止め、長年にわたり石綿含有製品を製造してきた企業としての社会的責任を

明確にするという観点から、誠意を持ってこの問題に真正面から取り組んでおります。�

3. 今後の対応について�

　当社は、先にご説明させていただいた救済金制度の運用、さらに石綿疾病に関する医療支

援の実施などに、誠意を持って取り組んでいく予定です。�

�

平成18年4月30日�

�

① 情報開示について�

　当社は、過去の石綿取り扱いの状況に関する情報開示の要望などに誠意を持って対応

してまいりました。また、昨年6月末には、「石綿健康被害に関する当社の取り組み」に

ついて情報開示いたしました。�

�

② 尼崎市に対する「石綿による健康被害者対策に関する協力」の申し入れについて�

　当社は、昨年8月に尼崎市に対して「石綿による健康被害者対策に関する協力」の申し

出を行い、協力を継続しております。�

�

③ 周辺住民の方々への救済金制度について�

　当社は、本年4月に「旧神崎工場周辺の石綿疾病患者並びにご家族の皆様に対する

救済金支払い規程」を制定いたしました。治療を受けておられる方やご家族の皆様方の

生活面でのご苦労、精神的なご苦痛を少しなりとも軽減することができるように、一人

あたり2500万円～4600万円の救済金をお支払いするもので、現在この規程の対象

となられた方々に対して、支給手続きをすすめております。�

石綿問題に対する対応�



インデックス�

SRI株価指数�

FTSE4Good

日興エコファンド�

三菱UFJ SRIマザーファンド�

ダイワSRIマザーファンド�

つながり（野村アセットマネジメント）�

グッドカンパニー（住友信託銀行）�

未来のちから（損保ジャパン）�

ぶなの木（損保ジャパン）�

�

ファンド名�
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開かれた株主総会�
　「開かれた株主総会」を目指し、2001年から集中日を

避けて総会を開催しています。2005年は6月24日に開

催し、384名の株主様にご出席いただきました。会場では、

正面スクリーンにグラフや製品写真などのビジュアル画

像を表示してナレーターが報告を行うなど、分かりやす

い報告を心がけています。また、より多くの株主様に議決

権を行使していただくため、2003年から郵送に加えて

インターネットによる方式を採用し、利便性の向上を図っ

ています。総会の内容は、モニターを通じて報道関係者

各位にも公開しています。�

米国企業改革法への対応�
　クボタは、2006年度から施行される米国企業改革

法（サーベンス・オクスレー法）の適用対象となることから、

2004年4月に専任プロジェクトチームを立ち上げて財務

報告に係る内部統制システムの構築に取り組んでいます。

2005年7月からは内部統制システムの整備状況・運営

状況についての予備的な評価も開始いたしました。引き

続き、システムの整備、強化に取り組んでいきます。�

ＳＲＩ（社会的責任投資）インデックス、ファンドなどへの組み入れ�
　クボタは、事業活動の社会的、環境的、倫理的側面が評

価され、モーニングスター社「SRI株価指数」やFTSE社

「FTSE4Good」などのインデックスに組み入れられて

いるほか、多数のSRIファンドの構成銘柄に選ばれていま

す。事業の成長や収益性を基礎とした企業価値の向上に

努めると同時に、社会的責任を強く意識した経営を通じて、

企業としての持続的な発展を実現していきます。�

�

IR情報開示�

企業情報の適切な開示・発信�

● ＩＲ活動（投資家・株主向け財務広報活動）�

　2000年にＩＲ専門セクションを設置し、情報開示の充

実化、迅速化を進めつつ、株主・投資家とのコミュニケー

ションの活発化を図っています。タイムリーで正確な財務

情報開示により経営の透明性を高めるとともに、資本市場

における適正な株価の形成や株主価値の向上に役立て

たいと考えています。具体的には、決算説明会や工場見

学会の開催、投資家・証券アナリストの方々とのミーティ

ングなどのほか、海外投資家への経営方針や収益動向な

どの説明を通じて幅広い株主層の形成にも努めています。�

�

● ＩＲ関連発行物・ホームページ�
　クボタはニューヨーク証券取引所上場企業として、米

国会計基準に基づいた財務報告書を作成しています。有

価証券報告書、半期報告書、決算短信、Ｆｏｒｍ20-Ｆ（米国

SECに提出する年次報告書）、アニュアルレポート（英文）

などの財務報告書はホームページに掲載されており、投

資家の方々がいつでも容易に閲覧できます。このほか決

算説明会資料、ファクトブック（各種財務指標などのデー

タ集）、社債情報なども

ホームページで参照で

きます。投資家の方々

に便利に利用いただけ

るよう、今後も情報の充

実に心がけていきます。�
詳しくは下記ホームページ�
でご覧ください。�

http://www.kubota.co.jp/ir/

　さまざまな企業情報を適切に開示・発信し、ステークホルダーの皆様から信頼される企業を目指
しています。�
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企業情報発信�
　長年にわたって取り組んできたさまざまな環境保全活動への理解を深めていただくため、Ｗｅｂや広報誌などの媒体を

通じて、幅広い情報を開示しています。�

企業広告�
　「社会の底力」をキーメッセージに企業広告を展開し

ています。人が便利で快適に暮らせる毎日を社会の根幹

で支え、動かしていく力をこの言葉に込め、全事業に共通

した使命、企業像および社会的価値を表現しています。�

　今後も表面的なイメージではなく、実業を通してクボタ

の存在意義を伝え、社会との関係を構築していきます。�

● 企業ＰＲ誌「アーバンクボタ」�

　事業に関わりの深い、水、土壌、地質、環境問題などを、

学術的に掘り下げる雑誌です（1969年創刊）。専門家に

よる解説に多色刷りの図版を多用し、一般の方々にも分

かりやすく表現しており、公立図書館、教育機関から取引

先まで広く利用されています。また、ホームページ上で

PDF版を公開しています。�
詳しくは下記ホームページでご覧ください。�
http://www.kubota.co.jp/urban/

● ホームページ「ＧＬＯＢＡＬ ＩNDEX」�

　幅広く社会に貢献する事業分野・プロジェクトを紹介し

ながら、クボタの企業姿勢を発信するＷｅｂマガジンです。

1992年から1998年までは企業広報誌として全7巻を

発行しました。2000年以降はより多くの皆様にご覧いた

だけるよう、インターネット上で掲載しています。毎回さま

ざまなテーマで、クボタが取り組んでいる事例を紹介して

います。�

詳しくは下記ホームページでご覧ください。�
http://giweb.kubota.co.jp/

● ホームページ「くぼたのたんぼ」�

　「くぼたのたんぼ」は、田んぼの仕組みや多面的機能、

稲や農具、祭事や歴史などに関する情報をイラストや写

真を使って分かりやすく紹介しています。また、読者参加

型のネットコミュニティ「いなおほせどり村」や田んぼに

まつわる楽しい情報や不思議な話を集めた「田んぼの物

語」、学校のお米づくりレポート「学校の田んぼ」など、田

んぼに関する情報を提供しています。�
詳しくは下記ホームページでご覧ください。�
http://www.tanbo-kubota.co.jp/

ギャラクシー賞表彰式�

雑誌広告�

各種広告賞など�

　クボタの企業テレビＣＭ「社会の底力」が、第42回ギャラ

クシー賞・ＣＭ部門優秀賞を受賞しました。ギャラクシー

賞とは、日本の放送文化の質的な向上を願い、放送批評

懇談会が優秀なテレビ･ラジオ番組、テレビＣＭ、また顕著

な実績のあった個人・団体を顕彰する制度です。その他

にも新聞広告で、朝日広告賞（朝日新聞社主催）の車両・

輸送機器・機械部門賞を、毎日広告デザイン賞（毎日新聞

社主催）のエネルギー・産業部門で準部門賞などを受賞

しています。�

各種広告賞を受賞�



持続可能な�
社　会�

ゼロ・エミッション、�

産業廃棄物の削減、�

リサイクル製品品目の拡大、�

リサイクル材料使用率の向上、他�

循環型社会の形成�

省エネルギー、�

化石燃料からの転換、�

自然エネルギーの利用拡大、�

製品重量の低減、�

製品の使用段階での�

エネルギー使用量の低減、他�

地球温暖化の防止�

化学物質使用量の削減、�

代替物質の開発・利用、�

無害化の促進、�

地域環境の保全（公害防止）、他�

有害化学物質の削減�

廃棄物�

廃棄物�

都市ごみ�

排水�

環境マネジメントシステム�

環境コミュニケーション�
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クボタグループ環境宣言（2006年6月1日改訂）�

　クボタは、新経営理念・行動憲章の制定に伴い、従来の地球環境憲章を改訂しました。クボタグループとして地球環境保

全を事業経営の最重要課題と位置づけ積極的に推進していきます。�

　環境と経済が調和し、持続可能な社会の構築を目指す当社の環境経営の基本方向を次のように定め、基本方向を実行

していくための具体的な環境推進中期計画（P39～40）を策定し、鋭意推進しています。�

環境経営の基本方向�

基本方針�

環境報告�

　クボタグループは、地球規模で持続的な発展が可能な社会の実現を目指し、
地球環境・地域環境の保全に配慮した企業活動を行います。�

① 法令を遵守するとともに、自主的に具体的な目標を定め推進します。�

② 製品開発、生産、販売、物流、サービスなど企業活動のすべての段階で推進します。�

③ 取引先企業においても、環境保全活動への理解と協力を率先して推進します。�

① 環境マネジメントシステムを導入し、日常の業務に組み込み推進します。�

② 環境管理活動のＰ・Ｄ・Ｃ・Ａサイクルが機能していることを自主的に監査し、常に高い目標に挑戦します。�

③ 環境に関する啓発・教育活動を推進し、環境意識の向上を図ります。�

1. クボタグループは、すべての企業活動において環境保全に取り組みます。�

① 企業市民として、地域の環境美化・環境啓発活動に参画します。�

② 公害の未然防止など地域の環境保全に留意した事業活動に努めます。�

2. クボタグループは、地域社会との共生を図る環境保全に努めます。�

① 環境アセスメントを実施し、環境リスクの低減を図り環境汚染の未然防止に努めます。�

② 地球温暖化の防止、循環型社会の形成、有害化学物質の削減等の環境問題の解決に努めます。�

3. クボタグループは、環境保全に計画的に取り組みます。�

4. クボタグループは、環境管理を徹底します。�

① 環境情報をステークホルダーに対して速やかに、わかりやすく発信します。�

② ステークホルダーから、広く環境情報を収集し環境保全活動の見直しを行います。�

5. クボタグループは、環境コミュニケーションを積極的に推進します。�

クボタグループ 環境宣言�

クボタグループ 環境基本行動指針�

生産�

地球温暖化の防止�

循環型社会の形成�

有害化学物質の削減�

廃棄� 使用�

・下水処理プラント�
・下水汚泥焼却�
・溶融プラント�
・浄水プラント�
・ポンプ　他�

・エンジン ⇒ 低NOx化�

・トラクタ ⇒ 食の確保�

・ダクタイル鉄管 �
    ⇒ 上水の安定供給�

・モーダルシフト�
・梱包改善�

・廃棄物焼却・溶融プラント�
・廃棄物破砕・選別�
・リサイクルプラント�
・バイオマス資源化プラント�
・最終処分プラント　他�

・農業機械・エンジン�
・建設機械�
・自動販売機　他�

・ダクタイル鉄管�
・合成管・鋼管�
・産業用鋳物素材　他�

物流改善�

リユース・リサイクル�

産業インフラ事業�機　械　事　業�

環境エンジニアリング事業�

● 事業活動と環境とのかかわり�
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2005年度の目標と実績�
　環境と経済が調和し、持続可能な社会の構築を目指す

クボタの環境経営の基本方向を実行するものとして環境

推進中期計画を策定し、推進しています。2004年度か

ら2005年度までの2カ年計画として重点推進事項を掲

げて取り組んできました。 �

　2005年度には2004年度の取り組み実績と地球環

境問題の状況変化をふまえて内容と目標の見直しを行い、

クボタグループとしての新たな環境推進中期計画（2006

～2008年度）を策定しました。�

新中期計画を策定� 子会社の環境経営への取り組みについて�
　従来から国内生産子会社では、環境マネジメントシス

テムの認証取得などを中心に取り組んできましたが、

今後は右記の課題を重点として取り組みを強化して

いきます。 �

�

① 非生産子会社の自主的環境管理活動の展開�

② 内部環境監査の強化�

③ 環境管理対象非生産子会社の拡大�

中期目標と達成状況�

環境マネジメント�
システムの拡充�

循環型社会の形成�

地球温暖化の防止�

有害化学物質�
の削減�

環境調和製品・�
サービスの拡大�

エコオフィス運動の展開�
（非生産事業所）�

環境関連資格者の充足�
（公害防止管理者等）�

教育体系の拡充と実施�
（環境教育推進法に基づく教育）�

グリーン購入�
�

廃棄物の削減�
�

ゼロ・エミッション化�
（生産事業所の産業廃棄物等）�

エコオフィス化�
（紙使用量の削減等）�

水資源の節約（上水）�
�

省エネルギー�
温室効果ガス削減�

ＣＯ2総排出量�
�

物流のＣＯ2削減�
�

有害化学物質の削減�
（ＶＯＣの大気排出量削減）�

ＰＣＢ対策�
（高圧・低圧機器）�

環境調和製品の拡充�
�

グリーン調達�

�

環境報告書�

�

環境報告書の第三者審査�

導入率�

ガイドライン達成率�

－�

購入金額比率�

排出量�

再資源化率�

削減率�

削減率�

ＣＯ2原単位�

ｔ-ＣＯ2�

ｔ-ＣＯ2�

削減率�

含有機器の更新代替�

新製品に占める割合�

導入率�

定期発行�

受審�

－�

－�

－�

－�

2003�

－�

2003�

2003�

2003�

1990�

2003�

2003�

－�

－�

－�

－�

－�

○�

△�

○�

△�

×�

△�

◎�

◎�

◎�

◎�

◎�

◎�

◎�

×�

△�

○�

◎�

▲6％�

99％�

▲10％�

▲5％�

子会社への�
展開検討�

100％�

見直し�

100％�

▲30％�

更新代替80%

60％�

100％�

▲2％�

1990年度以下�

▲2％�

目　標�
管理指標� 基準年度�

2005年度�

成　果� 自己評価
※�

目　標�課題・テーマ 

※自己評価の基準� … 目標超過達成　　　… 目標達成　　　… 目標一部未達成　　　… 目標未達成�

CSR報告書への�
発展統合�

環境面の�
第三者審査受審�

3.7％�

98.8％�

▲16％�

▲17％�

▲34％�

71％�

▲26％�

▲51.6％�

92％�

37％�

77％�

本社ビル内�
子会社で展開�

階層別教育専門教育等�
内容見直し実施�
1,352名受講�

81％�

93.2％�

本年度より実施�

昨年度報告書�
より実施�

環境マネジメント�
システムの拡充�

循環型社会の形成�

地球温暖化の防止�

有害化学物質�
の削減�

環境調和製品・�
サービスの拡大�

環境コミュニケーション�
の充実�
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環境コミュニケーション�
の充実�

クボタ非生産事業所�
認証取得�

対象子会社数比率�

排出量原単位�

（排出量/内作生産高）�

再資源化率�

リサイクル率�

購入金額比率�

使用量原単位�

（使用量/内作生産高）�

CO2排出原単位�

（排出量／内作生産高）�

CO2排出原単位�

(排出量/製品輸送重量・距離)

排出原単位�

（排出量/内作生産高）�

更新代替�

対象有害化学物質�
全廃機種比率�

 （RoHS対象物質）�

第三者意見�

（第三者審査継続実施）�

CSR報告書への統合�

環境報告書の充実�
CSR報告書�

への統合�

ＩＳＯ14001の拡充�

環境管理 �
対象非生産子会社の拡大�
（報告書対象範囲）�

�

産業廃棄物の削減�

建設廃棄物のリサイクル化�

グリーン購入（事務用品）�

水使用量原単位の削減�
(上水・工業用水・地下水）�

温室効果ガスの削減�

物流のCO2削減�

ＶＯＣ排出量の削減�

ＰＣＢ対策�
（高圧・低圧機器）�

環境調和製品の拡充�

環境情報の信頼性・�
網羅性向上�

環境情報の開示�

－�

－�

2004�

－�

－�

－�

2004�

2004�

2004�

2004�

2003�

2005�

－�

－�

管理指標�項目� 基準年度� 2006�
年度�

2007�
年度�

2008�
年度�

6事業所�

75％�

▲8%�

99%�

95%�

99%�

▲8%�

▲4%�

▲4%�

▲20%�

100%�

50%�

－�

－�

2事業所�

65％�

▲6%�

99%�

95%�

98%�

▲6%�

▲3%�

▲3%�

▲15%�

100%�

30%�

－�

実施�

1事業所�

50％�

▲4%�

99%�

95%�

95%�

▲4%�

▲2%�

▲2%�

▲10%�

90%�

10%�

�

検討�

環境推進中期計画2004年度～2005年度（2003年度策定）� 新環境推進中期計画2006年度～2008年度（2005年度策定）�

※2005年度成果と基準年度の対象組織に一部増減がありますが考慮していません。�
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クボタグループの事業活動と環境負荷の全体像�

主要原材料�
　セメント  　　14 千t�
　故銑 73 千t�
　新銑 26 千t�
　帯鋼 131 千t

水�
　公共用水域�
　　排水量 409 万m3�
　　COD 11.8 t�
　　窒素 9.5 t�
　　りん 0.27 t�
　　PRTR法対象物質 41 kg�
　下水道�
　　排水量 90 万m3�
　　PRTR法対象物質 14 kg

大気�
　SOx 49.7 t   �
　NOx 222.3 t   �
　ばいじん 10.7 t   �
　CO2 46.4 万 t-CO2�
　PRTR法対象物質 672.6 t

廃棄物�
　廃棄物焼却量 4,718 t�
　廃棄物埋立量 2,032 t

生産工程�

主力製品生産量(抜粋)�
　ダクタイル鋳鉄管 24.6万t　�
　矢板 20.8万m�
　トラクタ 12.1万台�
　エンジン 69.7万台�
　田植機 2.0万台�
　コンバイン 1.9万台�
　建設機械 2.1万台�
　浄化槽 2.7万台�

リサイクル原料�
　スチールスクラップ 　289 千t

物 流�

廃棄製品の回収�
　鋳鉄管 10,270t�
　ビニルパイプ 128t

建設機械�ダクタイル鋳鉄管�

エンジン�田植機�

浄化槽�ごみ発電焼却プラント�

社内リサイクル�
　　　　　28,820t

社外リサイクル �
　　　　　87,547t

（国内事業所データ）�

INPUT

お客様�

エネルギー 8.67 PJ※�

　重油 5,584 kL�
　ガソリン 881 kL�
　灯油 18,919 kL�
　軽油 3,775 kL�
　石炭・コークス 45,398 t  �
　LPG 764 t  

　都市ガス 　　27,311 千m3   �
　電力 49,800 万kwh�
　新エネルギー 1,999 万kwh

水�
　上水 86 万m3�
　工業用水 290 万m3�
　地下水 163 万m3

化学物質（PRTR法対象物質）�
　　　　　　　　　 7,756 t※ PJ：1015J

INPUT

　産業インフラ部門、機械部門、環境エンジニアリング部門などの生産工程において環境に与える
負荷の発生状況は、次のとおりです。生産工程で使用する原材料および電力・用水・燃料などの
投入量(INPUT)、および二酸化炭素(CO2)や廃棄物など環境への排出量(OUTPUT)を把握し、
クボタグループを挙げて環境負荷の削減に取り組んでいます。�

OUTPUT



環境保全対策の�
見 直しと 実 施�

環境管理状況評価�

環境管理実績報告�
大気、水質他環境測定結果�
環境会計実績報告�
立入検査、苦情報告�

環境管理状況把握�
�

環境管理技術指導�
環境管理システム検討�
環境管理教育啓発�

環境管理支援活動�

環境管理統括者会議�

環境方針、目標検討徹底�

地球環境委員会�

全社環境方針�

経　営　方　針�

改善指示並びに指導�
�改善対策の指示�

改善対策案の検討指導�

環　境　監　査�
�

事業所環境管理システム�
環境パフォーマンス評価�

環境対策委員会�

環境方針、目的・目標設定�

環境管理計画策定�

事　業　計　画�

事　業　活　動�

環境管理活動の推進�
公害防止対策の推進�
対官庁折衝他�

環境管理状況の把握と評価�

P�
（計画）�

C�
（チェック）�

A�
（アクション）�

�

D�
（実施）�

報　　　　　告�
�社長、取締役会�

環境管理部担当役員�

環境対策委員会の開催�
環境管理実績の確認と評価�
立入検査、苦情報告�
内部監査�

本社� 事業部・事業所・クボタグループ会社�

担　当　役　員�

社　　　　　長�

事業（本）部�

クボタグループ会社� グループ会社事業所� 環境対策委員会�

事業所�

事業（本）部環境会議等�

環境管理部�

環境対策委員会�

環境管理統括者会議�

環境管理担当課長会議�

地球環境委員会�

クボタグループ環境会議�

環境管理担当課長会議�
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環境管理推進体制�
　クボタでは、担当役員のもとに環境対策・�環境監査な

どを推進する環境管理部、事業所（グループ会社含む）に

は、環境管理担当課を設置し、地球環境・地域環境問題に

対応しています。地球環境委員会では、全社環境方針の

審議などを行っています。�

クボタ環境マネジメントシステム�
　1972年からTPC※1として全員参加による環境マネ

ジメントを推進してきましたが、1995年にISO14001

に準拠した環境マネジメントシステム｢KEMS※2｣を導入

するとともに、2000年度末においてすべてのクボタ生

産事業所がISO14001の認証を取得し維持しています。�

環境監査・事業所検討会�

環境マネジメント�
  事業活動の環境への影響を適切に把握し、クボタグループ全体の環境経営への取り組みを推進
するため「環境マネジメント」による管理体制を充実します。�

緊急時対応�

パフォーマンス�

社会貢献・説明責任�環境推進中期計画※�

総合評価�

クボタ国内生産事業所の評価結果の平均�

事業所検討会の模様�

※ 2005年度からの監査項目のため2004年度は同じ値に設定�

Aランク（目標レベル）�

Cランク（要改善レベル）�
2005年度評価結果�

Bランク（最低クリアレベル）�
評価項目�

17�

58�

13�

11�

3�

13�

115

28�

93�

30�

ー �

0�

12�

163

1． 環境関連法への適合性�

2． 環境パフォーマンス�

3． 緊急時対応・教育・訓練�

4． 環境配慮型製品(2005年度は対象外）�

5． 社会貢献・説明責任�

6． 作業環境(2004年度)、中期計画(2005年度)

環境事業所検討会の評価項目と要改善項目数�
要改善項目数�

2004年度� 2005年度�

合　計�

※1： TPC（Total Pollution Control）�
※2： KEMS（Kubota Environmental Management System）�

100�100�

80�80�

60�60�

40�40�

20�20�

0

100�

80�

60�

40�

20�

0

　環境関連法への適合性評価項目では2005年度より

新たに消防法（危険物）、労働安全衛生法（作業環境）の

関連で21項目を追加し、合計159項目の監査を実施し

ました。また、環境パフォーマンス項目では「大気・水質・

廃棄物管理」および「緊急時対応・教育・訓練」に重点を

置き、環境負荷の大きい事業所は2日間､小さい事業所は

1日間かけ、書類審査並びに現場を監査しました。��

　その結果、要改善項目数では前年度を上回る数値とな

り、よりきめ細かな検討会を開催して、環境管理レベルの

向上を図りました。��

　改善計画の中で、特に設備投資を伴う改善計画について

は設備投資計画とリンクした計画を立案し、推進しています。

今後も評価基準および監査方法の見直しを行い、環境監査

の徹底と充実を図り、クボタグループ環境管理活動のより

一層のレベルアップを目指します。�



クボタ国内事業所・事業本部  

子会社国内事業所�

子会社海外事業所�

No 左記に含まれる組織� 認証取得年月日�事業所・事業本部名�

1�

2�

3�

4�

5�

6�

7�

8�

9�

10�

11

栃木工場�

堺工場・石津西分工場�

小田原工場�

本社工場・美濃工場�

�

�

�

�

栃木工場�

北上資源化センター�

1

※京葉工場は京葉工場（市川）と京葉工場（船橋）の統合認証�

No 左記に含まれる組織� 認証取得年月日�

審査登録機関�

審査登録機関�会社名�

No 認証に含まれる組織� 審査登録機関� 認証取得年月日�会社名 �

丸島分工場�
長洲分工場�

物流加工センター�
行徳加工センター�

1

2

3

4

5

6

7

8

9

JCQA

LRQA

2000年　1月11日�

1998年　7月16日�

LRQA 1999年　3月　5日�

恩加島工場� （株）大嶽シェルコ�

堺製造所�

宇都宮工場�

10

筑波工場�

11

12

久宝寺事業センター�

LRQA

DNV 1999年　3月19日�

1997年11月28日�

LRQA 2000年12月　8日�

堺臨海工場�

クボタリテックス（株）�
クボタメンブレン（株）�
（株）クボタ計装�

クボタベンディングサービス（株）�

新淀川環境プラントセンター�
クボタ機工（株）�
クボタシステム制御（株）�

LRQA 2000年　3月10日�

竜ヶ崎工場�

滋賀工場� JUSE 2000年　5月18日�

DNV 1998年11月13日�

環境エンジニアリング事業本部� LRQA 2000年　7月14日�

阪神工場�

阪神工場 新淀川分工場�

京葉工場�

LRQA

JICQA

1999年　9月17日�

1999年12月22日�

枚方製造所� クボタバルブメンテナンス（株）�
�

クボタシーアイ（株）�

クボタシーアイ（株）�

クボタシーアイ（株）�

日本プラスチック工業（株）�

（株）クボタ建設�

関東クボタ精機（株）�

クボタ環境サービス（株）�

（株）九州クボタ化成�

クボタ空調（株）�

クボタリテックス（株）�

（株）クボタパイプテック�

KHK�

JUSE�

JUSE�

JSA�

JQA�

LRQA�

MSA�

JUSE�

JQA�

JQA�

JCQA

1999年　4月20日�

1999年　7月23日�

2000年　1月19日�

2000年10月27日�

2000年12月22日�

2001年11月14日�

2002年11月20日�

2003年　3月27日�

2004年　8月27日�

2004年10月22日�

2005年　1月24日�

The Siam Kubota Industry Co.,Ltd.（タイ）� MASCI 2003年2月28日�

◆ LRQA ： ロイド・レジスター・クオリティ・アシュアランス・リミテッド、 ◆ JCQA ： 日本化学キューエイ（株）、�◆ JICQA ： 日本検査キューエイ（株）、�
◆ DNV ： デット･ノルスケ･ベリタス・エーエス、 ◆ JUSE ： (財)日本科学技術連盟、�◆ KHK：高圧ガス保安協会、�◆ JSA ： (財)日本規格協会、 ◆ JQA ： (財)日本品質保証機構、��
◆ MSA : （株）マネジメントシステム評価センター、 ◆ MASC I： Management System Certification Institute(タイ)

エコオフィス運動事業所検討会の評価項目と要改善項目数�

区分�

推進組織�
啓発活動�
省エネルギー・地球温暖化防止�
廃棄物削減�
産業廃棄物法対応�
PCB含有機器�
水資源節約�
社用車�
グリーン購入�
事務所評価基準項目数計�
危険物・危険物倉庫�
化学物質�
大気関連施設の管理状況�
水質関連施設の管理状況�
廃棄物管理�
作業環境�
騒音�
臭気�
整備事業所評価基準項目数計�

13�
20�
14�
15�
ー �
0�
1�
6�
12�
81�
4�
4�
0�
5�
4�
0�
0�
0�
17�
98

6�
10�
3�
8�
8�
0�
0�
3�
4�
42�
3�
6�
ー �
2�
8�
1�
0�
0�
20�
62

2004年度� 2005年度�

事務所�
評価基準�

合　計�

整備事業所�
評価基準�

　　活動テーマ�

温室効果ガスの削減�

省エネルギー�

一般廃棄物の削減�

グリーン購入の促進�

　　　　  主な推進内容�

不要な照明、ＯＡ機器の電源ＯＦＦ�

こまめな空調温度管理の実施�

分別回収とリサイクルの徹底�

紙ゴミの削減と紙リサイクルの徹底�

グリーン商品の優先購入�

主な活動内容�

要改善項目数�
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ISO14001認証取得状況�
　2000年度末までにクボタ全生産事業所において認証取得を完了し、現在はクボタ非生産事業所において認証取得活動

を展開中です。�

エコオフィス運動（非生産事業所の環境管理活動）�
　10月～11月にかけて全国12カ所においてその取り

組み状況を確認するため、また環境管理力の向上を図る

ため、エコオフィス運動事業所検討会を実施しました。�

　前年度（2004年度）に比べ指摘件数は減少（98件→

62件）し、全般的に取り組みレベルは向上しています。�

　今後も継続して実施し、更なる環境管理力の向上に努

めます。�



概　要�

2005年度 環境関連教育実績（社内教育は環境管理部主催又は講師派遣のみ記載）�
教育・研修・会議名 など� 回　数� 受講人数�分　類�

階層別�
教育�

経営層�

専門教育�

イントラ�
ネット�
による�
環境情報�
提供�

会議�

月間行事�
見学会�

関連会社�

外部団体の�
教育への�
協力�

イントラネットによる環境情報提供�
（例）「ＰＣＢの解説」�

環境関連資格者数�

環境監査員養成教育�
事例研究（グループワーク）の様子�

公害防止管理者�

環境計量士�

エネルギー�
管理士�

作業環境測定士�

環境マネジメント�
システム審査員�

大気�
水質�
騒音�
振動�
ダイオキシン類�

濃度関係�
騒音・振動関係�

主任審査員�
審査員�
審査員補�

熱�
電気�

第1種�
第2種�

対象範囲 ： ［クボタ国内生産事業所］�
　　　　　　　　　　　＋�
　　　　   ［子会社国内生産事業所］�

環境監査実施結果報告   �
�

地球環境問題の概要   �

地球環境問題と企業に求められる対応   �

地球環境問題・クボタの環境管理   �

地球環境問題・クボタの環境管理   �

当社の取り組み、現場の環境管理   �

省エネルギー技術の理論と応用   �

クボタの環境管理・現場の環境管理   �

クボタの環境管理・現場の環境管理   �

環境関連法規、当社の取り組み   �
受講対象者に応じた環境管理   �

�
環境管理技術の理論と実践   �

粉じん、有機溶剤、化学物質、金属   �

労働衛生関係法令、化学分析他   �

ISO14001規格、環境法、事例研究   �

環境管理に関する示達、事例紹介   �

環境管理に関する示達   �

環境管理に関する示達   �

環境管理情報システムの解説   �

管理職に必要な環境管理知識   �

建設工事における廃棄物管理   �

ＩＳＯ14001の改訂説明   �

環境会計の解説   �

環境調和型(配慮型)製品の紹介   �

「京都議定書」の紹介   �

新エネルギー導入の背景紹介   �

水質環境基準についてなど紹介   �

ＰＣＢの解説   �

リサイクル法の解説   �

産廃処理施設、最終処分場見学   �

産廃処理施設、焼却溶融施設見学   �

エコオフィス活動・ISO14001活動見学   �

省エネルギー優良工場見学会   �

建設廃棄物管理教育   �

機械販社への教育   �

建機販社への教育   �

堺製造所の環境関連施設の見学   �
当社の取り組み状況の説明   �
   �

宇都宮工場にて環境管理の教育    �
   �

公害、廃棄物、有害化学物質、地球温暖化   �
などの解説   

役員への報告会�
　環境事業所検討会（環境監査）実施結果報告  �

新入社員導入教育 �

総合講座〈１〉�

入社9年目クリエイト職対象コンプライアンス研修  �

上級職昇格者研修  �

テクニカル職中級教育  �
�

新任職長研修  �

新任作業長研修  �

�

環境管理基本教育 �

�

環境管理技術教育 �

作業環境測定士�

　受験講座�

環境監査員養成教育（ISO14001）  �

環境管理担当課長会議 �

オフィス 環境管理担当課長会議  �

クボタグループ 環境管理担当課長会議�

環境管理情報システム（KEDES）説明会 �

阪神事務所管理者研修会 �

建設工事安全衛生会議 �

ISO14001（環境マネジメントシステム）の改訂について �

環境会計に関するミニ解説 �

環境調和型製品について �

温暖化防止の国際的取り決め｢京都議定書｣の発効  �

地球温暖化防止と新エネルギーについて�

水環境の保全について  �

ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）の解説  �

リサイクル法の解説 �

�

環境月間 �

�

省エネ月間  �

クボタパイプテック  �

機械営業本部・ブロック会議  �

クボタ建機東日本協力会  �

ＪＩＣＡ（独立行政法人　国際協力機構）  �

・ 農業普及企画管理者  �

・ 環境政策・環境マネジメントシステム  �

栃木県立宇都宮白楊高等学校・宇都宮工業高等学校・�
宇都宮商業高等学校　インターンシップ受け入れ  �

兵庫県立尼崎工業高等学校  �
　総合的な学習の時間　環境教育  

21�
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�

�

（名）�

環境保全�

環境管理�

省エネルギー�

設計・開発系�

工事・サービス系�

事務系�

第一種�

第二種�

�

大栄環境（株）和泉エコプラザ �

（株）和光サービス �

リコー関西（株）�

（株）日立産機システム �

�

（年度）�

100�

80�

60�

40�

20�

0
2005 2006

■実績　■目標値�

2007 2008

（％）�

50
41.3

65
75

対象子会社比率�

45

環境関連教育�
　環境に配慮した事業活動推進のためには、社員一人ひ

とりの環境問題に対する意識の向上が重要です。環境問

題は、よく言われるように「まず知る」ことが重要であり、

クボタでは階層別教育で定期的に環境問題への意識喚

起を図っています。        �

　また、環境問題への的確な対応のために計画的な専門

教育を実施し、能力向上、資格者充足を図り、環境保全の

確実な実践に結び付けています。        �

　さらに2004年度から基本教育のより一層の充実のた

めに、受講者の業務内容に応じたコースで開催しています。

2005年度は3コースで実施しました。        �

　その他にも6月の環境月間、2月の省エネ月間に先進

他社の取り組み状況の修得を目的とした見学会の開催や、

外部団体の環境教育への協力を行っています。        

環境経営対象子会社の拡大�
　クボタでは、2011年度までに国内外の全子会社を環

境経営の範囲に取り入れるよう、計画的に推進していき

ます。2005年度対象子会社比率は約41.3%です。�

51�
62�
93�
67�
5

1�
1�
�
0�
1�
5

40�
35�
�

74�
73
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環境リスクマネジメント�
　事業活動における遵法性、環境問題の発生防止、環境

リスクの最小化を図るために、作業標準に沿った作業を

徹底するとともに、設備点検および必要なメンテナンス

を確実に実施しています。また万が一の環境事故の発生

を想定し、汚染を最小限に抑えるための事故対応手順を

定め、異常時・緊急時訓練を定期的に実施しています。�

 また重大環境問題の発生を想定した事前準備組織およ

び緊急時の環境事故対応組織の見直し・強化を含め、重

大環境事故などの危機対応の取り組みを全社的に推進し

ています。�

　環境に関わる重大リスクの抽出と、その対応を徹底する

ため、子会社を含む全生産事業所を対象として、全社環境

監査の中で環境リスクマネジメントの強化を図りました。�

　クボタの環境リスクにおいて影響度の高いのは化学物

質であり、今後も有害性の高い化学物質について、使用量・

排出量・移動量の削減に努めるとともに、環境問題を発生

させないよう管理を徹底していきます。�

　さらに、環境監査・事業所検討会で緊急時対応など

環境リスクに対する管理状況を確認および改善を実施

しています。�

　全ての項目で規制値をクリアしています。�

　六価クロム排水基準を超える排水を公共下水道へ、流出

させた事故が1件発生しました。関係官庁へ報告するとと

もに、速やかに処置を行った結果、近隣への影響はありませ

んでした。全社へ、設備管理・日常管理強化を含めた再発防

止の徹底を図りました。�

　2005年度は4事業所で騒音規制値を超えた地点があり

ましたが、速やかに対応しました。��

　今後もさらに騒音低減に努めます。��

　振動については全ての事業所で規制値をクリアしています。�

　2005年度も環境に係わる訴訟や罰金は受けておりません。

　また事業所内での油漏れ等の事故は18件発生しましたが、

異常時・緊急時対応手順に従い適切な措置を行った結果、

社外への影響はありませんでした。�

　ＭＳＤＳを作成し顧客に提供しています。物流時の事故に

備え、緊急時の処置方法等製品等の環境・安全対策に関す

る情報を物流会社に提供しています。�

　近隣から材料の空気輸送の排気音に関する苦情が１件及

び隣地駐車場の車が工場からの粉じんで汚れるという苦情

が1件ありましたが、速やかに対応しました。同様の苦情を

受けることのないよう日常管理の徹底に努めます。�

　地下水汚染の有無を事業所内に設けた観測井戸にて定

期的に測定しています。その結果有機塩素系化合物による

地下水汚染は問題ありませんでした。�

　2005年度は49件の大気・水質・産業廃棄物等に係わる

立入検査を受けました。立入検査結果は全て規制基準を遵

守しており、特に問題はありませんでした。今後も指摘を受

けることのないよう日常管理の徹底に努めます。�

異常時・緊急時訓練事例（堺製造所）�
塗装関連施設訓練状況（2005.11.21）/化成液槽からの漏洩流出�
事故を想定して、訓練を実施。�

法遵守への対応�

（1）大気管理状況について�

（6）環境に関する事故について�

（7）環境に関する苦情について�

（8）製品などの環境・安全対策に関する情報提供�

（2）水質管理状況について�

（3）騒音・振動管理状況について�

（4）有害化学物質による汚染管理状況について�

（5）官公庁による立入について�
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環境保全コスト�
　環境保全に関する投資額は14.2億円となり、前年度よ

り7.2億円増加しました。費用額は70.7億円となり前年

度より2.1億円増加しました。研究開発に係る費用額は

37.1億円で全体の約52％を占めています。�

環境会計�
　環境会計は、事業活動における環境保全のためのコストと、その活動により得られた効果を、可能
な限り定量的に把握し分析することにより、事業活動へ反映するとともに、社内外関係者へ情報開
示することにより、クボタの環境保全に対する取り組み状況を理解していただくためのものです。�

環境保全コスト�

分　類�

合　計�

事業エリア内コスト�

　　地域環境保全コスト�

　　地球環境保全コスト�

　　資源循環コスト�

上・下流コスト   �

管理活動コスト   �

研究開発コスト   �

社会活動コスト   �

環境損傷対応コスト�

主な取組み内容�

大気・水質・土壌・騒音・振動等防止のためのコスト�

温暖化防止等のためのコスト�

廃棄物の削減・減量・リサイクル化のためのコスト�

製品の回収・再商品化のためのコスト�

環境管理人件費、ISO整備・運用、環境情報発信コスト�

製品環境負荷低減・環境保全装置等の研究開発コスト�

地域清掃活動、環境関係団体加盟費用・寄付等�

ＳＯｘ賦課金等�

投資額� 費用額� 投資額�

2004年度� 2005年度�

費用額�

291�

130�

146�

15�

0�

0�

414�

0�

0�

705

1,741�

667�

213�

861�

56�

410�

4,579�

44�

35�

6,865

909 �

370 �

486 �

53 �

0 �

25 �

402 �

88 �

0 �

1,424 

2,206�

1,230 �

138 �

838 �

24 �

1,077 �

3,709 �

7 �

51 �

7,074

33,800�

22,731

 （単位：百万円）�

集計方法�

（1）期間は2005年4月1日から2006年3月31日です。�

（2）環境保全コストの集計範囲はクボタグループ国内生産・非生産事業所です。�
　　（昨年度の集計範囲はクボタグループ国内生産事業所）�

（3）環境省環境会計ガイドライン（2005年版）を参考に集計しています。�

（4）費用額には減価償却費を含んでいます。�
　　減価償却費はクボタの財務会計と同一の基準で計算し、1998年度以降に取得した資産を計上しています。�
　　管理活動コスト・研究開発コストには人件費を含んでいます。�
　　複合的コストは、寄与する部分を差額又は按分により計算しています。�

（5）経済効果は集計可能なもののみを計上し、推定に基づく見なし効果は計上していません。�

当該期間の設備投資額（土地含む）の総額�

当該期間の研究開発費の総額�

 （単位：百万円）�

地域環境保全 17.4%

地球環境保全�2.0%

地球環境保全�
　�34.1%

資源循環�11.8%

資源循環�3.7%

管理活動�
15.2%

研究開発�52.4%
研究開発�28.2%

その他�1.2%その他�7.9%

費用額�
70.7億円�

投資額�
14億円�

地域環境保全�
26.0%
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環境保全効果�
　廃棄物埋立量については、ゼロ・エミッション化の推進

により、前年度比71％と減少しましたが、ＮＯx、SOx排出

量については、2005年度より新たに生産子会社とな

ったクボタシーアイ(株）栃木工場のディーゼル発電機の

影響により、大幅に増加しました。�

経済効果�
　環境保全活動に伴う経済効果は9.9億円となりました。�

今後の展開�
　投資効果や費用対効果を把握し、事業の存続と持続

的発展に不可欠な環境経営のツールや指標として環境

会計を位置づけ、今後も環境保全活動と情報開示に努

めます。�

　排出量削減、再利用、再資源化による廃棄物委託処理

費用の低減により、年間94百万円のコスト低減効果を生

み出しています。�

● ゼロ・エミッション化対策によるコスト低減効果�

環境保全に伴う経済効果�

環境保全効果�

効果の内容�

事業活動に投入する�
資源に関する効果�

事業活動から排出する�
環境負荷及び�
廃棄物に関する効果�

項　目�

エネルギー使用量（熱量換算ＰＪ※）�

水の使用量（万m3）�

ＣＯ2排出量（万t）�

SOx排出量（t）�

NOx排出量（t）�

ばいじん排出量（t）�

ＰＲＴＲ対象物質排出・移動量（t）�

廃棄物排出量（万t）�

廃棄物埋立量（万t）�

2004年度�

8.33  �

543  �

45.5  �

24.2  �

75.5  �

15.3  �

970.8  �

9.2  �

0.28  

8.67  �

539  �

46.4  �

49.2  �

222.3  �

10.7  �

898.7  �

9.4  �

0.20  

0.34  �

－ 4  �

0.9  �

25.5  �

146.8  �

－ 4.6  �

－72.1  �

0.2  �

－ 0.08  

104  �

99  �

102  �

206  �

295  �

70  �

93  �

102  �

71  

2005年度� 効　果� 前年度比（％）�

分　類�

合　計�

内　容�

キュポラ・コークス使用量の低減、電力負荷の平準化等による契約電力の低減等�

産廃減量化、再資源化等�

有価物の売却�

モーダルシフト、梱包材削減等�

省エネルギー対策�

ゼロ・エミッション化対策�
    �

物流環境保全対策�

年間効果�

※PJ：1015J

 （単位：百万円）�

種類別コスト低減効果�

その他�
13%

金属くず�26%

廃油�
8%

廃プラスチック類 30%

汚泥�
12%

年間合計�
94百万円�

308　�

94   �

564   �

22   �

988   

ガラス・コンクリート・�
陶磁器くず 11%
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2005年度の目標（環境推進中期計画）�

2005年度の実績�

循環型社会の形成�
　循環型社会の形成に貢献するため、資源の有効利用を全社の仕組みとして取り組み、ゼロ・エ
ミッション化を推進しています。そのため、事業所から排出する廃棄物について、排出量の削減（リ
デュース）、再利用（リユース）、再資源化（リサイクル）を進めています。�

廃棄物排出量………2003年度比 6％／年 削減�

再資源化率…………99％�

廃棄物等の排出量と内訳�

循環資源処理フロー�

注1 ： 再資源化率（％）＝（a+b+d+f）÷（a+b+d+f+g+h）×100�
注2 ： 社外中間処理に伴う減量化量、処理後再資源化量、最終処分量は委託先�
　　  での調査結果です。�

（t／年）�

廃
棄
物
等
発
生
量�

廃
棄
物
発
生
量�

廃
棄
物
排
出
量（
処
理
の
外
部
委
託
）�

303,606

218,403

94,208

有価物売却量（金属等）� a : 56,383

b : 28,820

c : 124,195

d : 6,590

社内再生・再利用量�

社内中間処理量（脱水等）�

再資源化量�

e : 4,629減量化量�

f : 80,957処理後再資源化量�

g : 1,515最終処分量�

h : 517直接埋立量�

中間処理量�
87,101

鉱さい 73%
汚泥 7%

金属くず 3%

ガラス・コンクリート・�
陶磁器くず 2%

廃プラスチック類 3%

ばいじん6%

廃油 2%
その他 4%

総排出量�
94,208t

　2005年度における廃棄物排出量は94,208ｔとなり、

2003年度より3.7％削減となりました。�

● 廃棄物排出量�

　再資源化率は2004年度より0.6ポイント向上し、

98.8％となりました。�

● 廃棄物の再資源化率�

海外子会社事業所での廃棄物等発生量�

廃棄物排出量等の推移�

有価物量（金属など） �
60.6%

再生利用量�
18.7%

最終処分量（埋立）�
19.4%

焼却量 1.4%

総発生量�
16,798ｔ�

25�

20�

15�

10�

5�

0

■ 有価物売却量�
■ 再資源化・中間処理量�
■ 埋立量�

2001 2002 2003 2004 2005 （年度）�

（万t）�

5.2 5.2 6.2
4.4

9.1 10.0 9.4
8.9

5.7

9.2

1.0
0.8 0.4 0.3 0.2

建設廃棄物リサイクル率の推移（クボタ単体）�

2.5�

2.0�

1.5�

1.0�

0.5�

0
2001 2002 2003 2004 2005（年度）�

（万t）�

発
生
量�

リ
サ
イ
ク
ル
率�

100�

80�

60�

40�

20�

0

（%）�

再資源化率の推移�

100�

95�

90�

85�

80
2001 2002 2003 2004 2005（年度）�

（%）�

1.0

2.3 1.7

1.2

2.2

■ 発生量�
　　リサイクル率�

96.0 95.9

98.4 98.898.2

5.6

9.2

55.6
67.6

85.5 86.2
92.8



認定番号：第79号�
環廃産発050930003号�

浸漬型膜分離装置が�
産業廃棄物となったもの�
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グリーン購入�
　事務用品のグリーン購入について購入金額・比率を集

計できるシステムを構築し、導入事業所の拡大を図って

います。システムからの購入によるグリーン購入金額は

4,236万円、購入比率は93.2％でした。�

　購入比率は前年度に比べ大幅に増加しましたが、目標

値の100％には未達でした。      

水使用量の削減�

国内水使用量の推移�

2002 2003

800�

600�

400�

200�

0

（万m3）�

（年度）�20042001

上水使用量の推移�

2003

120�

80�

40�

0

（万m3）�

（年度）�2004

102

目標値100 目標値97

81

2005

グリーン購入金額�

認定証�
対象製品例 :�
液中膜カートリッジ�

2004

�
4000�

�
3000�

�
2000�

�
1000�

�
0

（万円）�

（年度）�2005

3.990 4.236

購入比率�

2004

100�

80�

60�

40�

20�

0

（％）�

（年度）�2005

85.4
93.2

638600 632

2005

543 539

国内水使用量の内訳�

合計�
539万m3

上水 86万m3

工業用水 290万m3

地下水 163万m3

容器包装リサイクル法への対応�
　2005年度の使用量の実績は、プラスチック製の容器包装で約197t、紙製の容器包装で約28tでした。�

　水資源の確保・環境負荷低減の立場から生活排水・工程

排水の再利用化に努めています。�

　国内水使用量は、前年度に比べ約1％低減しました。�

　2004年度より上水の削減目標値を設定し、低減を図っ

ています。上水使用量は2003年度に比べ約16％低減し、

目標を達成しました。�

TOPIC

クボタメンブレン（株）が「産業廃棄物広域認定制度」の認定を受けました�
�
　クボタメンブレン（株）は､2005年

9月30日付で環境大臣認定の「産業

廃棄物広域認定制度」の認定を受け､ 

2006年1月よりお客様から使用済み

の「クボタ液中膜カートリッジ」および

「クボタ液中膜ユニット」を全国規模

で回収（有償）し､適切な再資源化処

理を行うサービスを開始しました。�

86

海外水使用量の内訳�

合計�
27.5万m3

工業用水 25.8万m3

地下水 1.7万m3
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　2005年度の国内クボタグループにおける総エネル

ギー投入量は8.67ＰＪ、ＣＯ2総排出量は46.4万t-CO2

となりました。ＣＯ2総排出量は、クボタグループの集計対

象範囲の拡大に伴い、2004年度に比べ2.0％増加しま

したが、1990年度比では29％減となっています。�

　国は京都議定書の発効をうけて「京都議定書目標達成

計画」を策定し、産業部門には2010年までにCO2排出量

を1990年比8.6％削減するという目標を定めました。�

　クボタの国内生産事業所では、既にその目標を超過達

成していますが、今後も「クボタグループ地球温暖化防止

活動」の目標であるCO2排出原単位の年1％削減に取り

組んでいきます。�

　2005年度におけるクボタ国内生産事業所のＣＯ2総

排出量は39.0万t-CO2となり、1990年度比41％の削

減となりました。�

　ＣＯ2排出原単位については、2004度比で11％削減、

2003年度比で34％削減となり、目標に対して大幅な改

善となりました。�

　また、各生産事業所別のＣＯ2排出原単位削減状況は、

対象の14事業所中、11事業所が前年度比1％の原単位

削減目標を達成できました。�

地球温暖化防止�

（万t-CO2）�

（年度）�

120�

90�

60�

30�

0

（%）�

100 103 104
96

71
63

80�

60�

40�

20�

0
1990 2001 2002 2003 2004 2005

65.7
56.3 58.8 55.6

42.5 39.0

80�

60�

40�

20�

0
1990 2001 2002 2003 2004

65.7
56.356.3 58.8 58.1

45.5 46.4

2005

（万t-CO2）�

（年度）�

＜クボタグループ国内事業所＞�

＜クボタグループ海外事業所＞�

目　　標� ＣＯ2排出原単位※　　１％/年　削減�

2004年度～2012年度（9年間）�
＜国の政策に合わせて段階的に推進＞�活動期間�

対象事業所�

国　内�

海　外�

●�

●�

●�

●�

●�

－�

●�

－�

●�

－�

生産�
事業所�

非生産�
事業所�

生産�
事業所�

非生産�
事業所�

クボタ� 子会社�
物流部門�

■ CO2排出量�

■ CO2排出量�
　　CO2排出原単位�

※CO2排出原単位＝CO2排出量／生産数量�

※ 生産事業所におけるCO2排出原単位算出の�
　 生産数量には内作生産金額を用いています。�

ＣＯ２総排出量��
51.5万t-CO2

電気 58％�

電気 75％�

海外10％�

国内90％�

石炭コークス�
16％�

都市ガス13％�

都市ガス�
20％�

その他5％�
（重油、軽油、ＬＰＧなど）�

その他5％�
（軽油、ＬＰＧ、ガソリンなど）�

灯油8％�

燃料：「エネルギー源別発熱量表（2001.3.30改訂）」（資源エネルギー庁）の係数を使用�

電気：「エネルギー使用の合理化に関する法律施行規則（2002.12.27改訂）」から、
9.83MJ/kWhを使用�

・2004年度まで�

「二酸化炭素排出量調査報告書（1992）」（環境庁）の係数を使用し、二酸化炭素換算量
（t-CO2）＝炭素換算量（t-C）×3.664 として算出�

・2002年度まで�

「事業者からの温室効果ガス排出量算定方法ガイドライン［試案ver1.5］（2003.7･環境省）」
の係数�

・2003～�
　　2004年度�

・2005年度�

・2005年度のCO2排出量を昨年度と同様の係数を使用して算定すると、47.0万ｔ-CO2になります。�

※熱量換算係数�

※CO2排出係数�

※熱量の単位 ： 〔ＰＪ〕＝1015〔Ｊ〕�

※CO2排出量（クボタグループ国内事業所）の集計対象範囲は段階的に拡大しています。�

「エネルギー使用の合理化に関する法律施行規則（2006.3.29改訂）」の係数を使用�・2005年度�

2000年度以前はクボタ国内生産事業所、2001年度と2002年度は国内子会社の生産事業所を集計範囲に
加えています。2003年度以降はさらにクボタとその子会社の非生産事業所を集計範囲に加え、その対象事業
所数を拡大しています。但し、2004年度以前の値は再計算していません。�

エネルギー使用量��
8.67PJ�

（22.4万k  ）�

エネルギー使用量��
0.91ＰＪ�
（2.4万k  ）�

燃料：「特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する省令（平成18年
3月経済産業省、環境省令第3号)」の係数を使用�

電気：各電気事業者ごとの排出係数（2004年度）を使用�

総エネルギー投入量とＣＯ2排出量�

● 2010年度までのCO2削減目標�

● クボタ国内生産事業所におけるＣＯ2削減�

　クボタは国の地球温暖化防止施策に対応して、2004年度からスタートさせた「クボタグループ地
球温暖化防止活動」を推進しています。エネルギー効率の向上を中心に、ＣＯ2排出原単位の年1％削
減を目標としてクボタグループ全体に活動を展開していきます。�

総エネルギー投入量�

クボタグループ地球温暖化防止活動の概要�

CO2排出量推移（クボタグループ国内事業所）�

CO2排出量推移（クボタ国内生産事業所）�

ＣＯ2排出量�
（クボタグループ全事業所）�



枚方製造所の省エネパトロール�

社外省エネルギー優良工場見学会�

大阪→東京の輸送にＪＲコンテナの帰り便を�
活用したモーダルシフト�

口径の小さいパイプ挿入による積載効率の向上� クレートからパレットへの変更およびリターナ
ブル化により、廃棄していた梱包資材を削減�

鉄枠スキッドから治具タイヤへの変更に
よる梱包資材の削減�
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　2005年度の省エネルギー月間活動は、昨年度に引き

続き子会社を含めたクボタグループ全体に活動を展開し

ました。具体的には、イントラネットを活用した情報発信や、

省エネルギー旗・ポスターなどによる啓発活動に加え、生

産事業所においては省エネパトロールを行い、以下の省

エネ対策に重点を置いて活動に取り組みました。�

①コンプレッサーのエアー漏れ、蒸気漏れ、水漏れ対策の実施��

②不要時、非生産時の設備・照明などの電源オフによる待機電力の削減

③空調設備等のフィルターの清掃・交換による機器効率の向上�

　2006年2月には、クボタグループの省エネ推進担当

者で省エネルギー優良工場（株式会社日立産機システム・

習志野事業所）を訪問しました。��

　訪問先では生産現場における圧縮機の群制御システ

ムの運用状況、生産設備のインバータ化、電力監視シス

テムによる省エネ推進状況などを見学し、工場の省エネ

手法などについて学びました。�

※国内における製品輸送を対象��

※モーダルシフト率＝（鉄道及び海上輸送量）／総輸送量（トラック・鉄道・海上）�

　製品の輸送に伴うＣＯ2および大気汚染物質の排出量

削減のため、トラック輸送から鉄道・海上輸送への切り替

えによるモーダルシフトの推進や、共同輸配送、帰り便の

活用、積載効率の向上、エコドライブ支援機器の導入など

に取り組んでいます。また包装資材の削減による、廃棄

物の削減および包装資材製造時・廃棄時のＣＯ2削減に取

り組んでいます。�

製品総輸送量  �

製品輸送におけるCO2総排出量  �

�

モーダルシフト率  

クボタ国内生産事業所�

37,437�

50,389�

39,892�

35

万t-km�

t-CO2�

t-CO2 （2003年度比26％削減）�

％�

● 省エネルギー月間活動�

● 省エネルギー優良工場見学会の開催�

2005年度実績（クボタグループ国内生産事業所）�

ＦＷパイプのモーダルシフトおよび積載効率向上� 輸出トラクタの梱包改善事例�

省エネルギー活動事例�

物流段階の環境保全活動�
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化学物質管理�

政令�
No.

物質名称�

合　計�

排出量�

大　気� 公共用水域� 自社埋立� 場外移動�下水道�土　壌�

移動量�

2,000�

1,500�

1,000�

500�

0

（t）�

（年度）�

■ 移動量�
■ 排出量�

427
182 168

kg／年（※ダイオキシン類 : mg-TEQ／年） �

集計対象 ：［クボタ国内生産事業所］＋［子会社国内生産事業所］�
■ ： VOC（揮発性有機化合物）�

1�

9�

16�

30�

40�

43�

63�

68�

69�

100�

176�

177�

179�

224�

227�

230�

231�

266�

270�

304�

311�

346

亜鉛の水溶性化合物�

アジピン酸ビス(2-エチルヘキシル)�

2-アミノエタノール�

ビスフェノールA型エポキシ樹脂�

エチルベンゼン�

エチレングリコール�

キシレン�

クロム及び三価クロム化合物�

六価クロム化合物�

コバルト及びその化合物�

有機スズ化合物�

スチレン�

ダイオキシン類�

1,3,5-トリメチルベンゼン�

トルエン�

鉛及びその化合物�

ニッケル�

フェノール�

フタル酸ジ-n-ブチル�

ほう素及びその化合物�

マンガン及びその化合物�

モリブデン及びその化合物�

2002 2003 20042001 （年度）�2002 2003 20042005 20052001

1,366 1,469 1,391

2,000�

1,500�

1,000�

500�

0

（t）�

1,480 1,391

790

キシレン��
35.1%

その他�9.3%

トルエン��
30.0%

エチルベンゼン��
11.5%

マンガン及び�
その化合物�8.7%

スチレン�5.4%

　クボタグループの化学物質管理基準を設けてＰＲＴＲ法対象物質やＰＣＢについて、徹底した管理
を行っています。�

2005年度ＰＲＴＲ法集計結果�
（事業所ごとの年間取扱量1t〈特定第1種は0.5t〉以上の物質（ダイオキシンは除く）について集計）�

PRTR法対象全物質の�
排出移動量の推移�

PRTR法対象物質（VOC）の�
排出量の推移�

2005年度 物質別排出移動量の割合�

PRTR法対象物質の排出量・移動量�

673

673

0�

0�

0�

0�

93,352.0�

0�

286,490.6�

0�

0�

0�

18.8�

48,593.2�

4.5110�

4,893.4�

239,218.9�

53.7�

6.9�

0�

0�

0�

0.7�

0�

672,628.1

40.6�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

40.6

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0

14.0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

0�

14.0

1,3771,377

226226180180
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　PRTR法対象物質の排出量・移動量は、2004年度比7.4%削減しました。�また、VOC排出量については14.9％削減

しました。�

　また、環境推進中期計画の目標であるVOC排出量2003年度比30％削減に対し、�2005年度実績では、VOC処理装

置の維持管理の徹底、VOC含有製品の使用量削減などによりVOC排出量を51.6%削減することができました。�

764.4�

294.9�

17,255.1�

1,743.0�

9,513.4�

273.0�

29,103.1�

27,086.5�

469.9�

135.4�

64.5�

0�

0.0065�

481.2�

29,897.3�

28,583.3�

282.2�

0�

67.2�

1,461.0�

78,497.4�

0�

225,972.6



保有事業所数�
会社数�

高圧機器�

使用中� 保管中� 合計�

クボタ�

子会社（国内）�

合計�

16�

3�

19

0�

0�

0

752�

6�

758

752�

6�

758
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　PCB含有電気機器の管理については、今後も厳重な

保管を継続するとともにPCB特別措置法に対応し、

2015年を目標に無害化処理を完了いたします。    

PCB保管庫�

TOPIC

エネルギー、水、紙の使用量などの実績を月

次管理し、各環境負荷の削減活動を推進し

ます。また環境情報の共有化を図ります。�

化学物質含有製品の使用量、化学物質の排

出量などを管理し、化学物質の使用量およ

び排出量などの削減活動を推進します。��

廃棄物処理委託先データの管理、マニフェ

スト伝票回収状況の管理を効率化し、廃棄物

管理を徹底します。�廃棄物や有価物の種類

別排出量の管理を効率化し、排出量削減活

動を推進します。�

　情報システムを活用し環境管理業務の効率

化を図るため、環境情報管理システム（KEDES：

Kubota Ecology Data E-System)を導入

しました。��

　2005年度、国内生産事業所での導入・運用

を開始し、2006年度には、国内の主な子会社

に展開していく予定です。�

サイトデータ管理システム� 化学物質管理システム(PRTR･MSDS) 廃棄物等管理システム�

サイトデータ管理システム�

化学物質管理システム(PRTR･MSDS)

廃棄物等管理システム�

PCB対策�

環境情報管理システム「KEDES」の導入�
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　設備の適切な維持管理、定

期的な点検を通し、法律や条

例などの規制値の遵守と大

気汚染物質の排出削減に努

めています。��

　SＯxおよびNＯxの排出量

については、2005年度より

新たに生産子会社となった

クボタシーアイ（株）栃木工

場のディーゼル発電機の影響

により、大幅に増加しました。�

　過去に有機塩素系化合物を使用していた事業所にお

ける地下水測定結果は不検出であり、問題はありません

でした。  

　水質汚濁負荷量については、

前年度に比べCODは低減し

ましたが、窒素、りんは微増し

ました。今後も低減に努めます。�

�

環境汚染の防止�

20�

15�

10�

5�

0

（t）�

（年度）�2003 2004

17.7

8.8 9.5

0.8�

0.6�

0.4�

0.2�

0

（t）�

（t）�

（年度）�20032005 2004 2005

0.63

0.24 0.27

2003 2004 2005

15.3

60�

40�

20�

0

（t）�

（年度）�2001 2003 2004 20052002 （年度）�

25�

20�

15�

10�

5�

0

2002

20�

15�

10�

5�

0

（t）�

（年度）�

※総量規制対象工場：阪神（武庫川）、京葉（船橋）、京葉（市川）、枚方、堺臨海�

2003 2004

16.2 15.6
13.9

11.8

2005

24.0

13.9

24.2
20.3

（年度）�2001 2003 2004 20052002

240�

160�

80�

0

（t）�

104.9 110.2

75.5

114.9

物質名�

トリクロロエチレン�

トリクロロエチレン�

ジクロロメタン�

事業所名�

筑   波�

宇都宮�

竜ヶ崎�

大気汚染防止�

地下水管理状況�

環境防除施設事例�

水質汚濁防止�

　大気汚染や水質汚濁などの未然防止および環境関連法の遵守のため、各事業所では環境への排
出について、その地域での条例・協定など、さらに厳しい自主管理値を設定して排出物質の管理の
徹底を図り、環境パフォーマンスの継続的改善を行っています。�

窒素排出量の推移� りん排出量の推移�

SOx排出量の推移� ばいじん排出量の推移�

COD排出量の推移�

NOx排出量の推移�

塗料飛散防止のための局所排気設備� 大気放出削減のための活性炭脱臭装置� 潤滑油取り出しの際の漏洩防止対策�

竜ケ崎工場� 久宝寺事業センター� 筑波工場�

地下水測定値�

不検出（＜0.0002mg/   ）�

不検出（＜0.0005mg/   ）�

不検出（＜0.0001mg/   ）�

環境基準値�

0.03mg/   以下�

0.03mg/   以下�

0.02mg/   以下�

10.7

49.7
222.3222.3 23.723.7
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環境調和製品�

機　械�

産業インフラ�

環境�
エンジニアリング�

－�

－�

事業本部名� 製品群� 取り組み内容�
分　野�

A B C D E

鉄管�

鋼管�

合成管�

バルブ�

産業機材�

トラクタ�

作業機�

農業関連商品�

農業施設�

建設機械�

エンジン�

電装機器�

自動販売機�

上下水関連�

水環境関連�

リサイクル関連�

ポンプ�

浄化槽�

空調機器�

水質の浄化�

エネルギーの有効利用、施工時廃土の削減�

再生原料の使用、老朽管の発生抑制�

軽量化、施工時廃土の削減�

消費燃料の低減、化学物質の代替物質、�

排水騒音の低減、施工時廃土の削減、緑化�

分解し易い設計、排出ガスの低減、排気騒音・走行騒音の低減�

軽量化、部品点数の削減�

水質汚濁防止、廃棄物の再資源化�

消費電力の低減、水質汚濁防止�

部品のリユース対応、化学物質の使用量削減、�

排出ガスの低減、排気騒音の低減�

排出ガスの低減�

省資源化、消費電力の低減�

消費電力の低減�

消費電力の低減、水質の浄化、廃棄物の減量化�

水質の浄化、廃棄物の減量化、廃棄物の有効利用�

軽量化、消費電力の低減、騒音・振動の低減、廃棄物の減量化�

エネルギーの有効利用、水質の浄化�

施工時廃土の削減、水質浄化�

廃棄物の発生抑制、消費電力の低減、化学物質の使用量削減�

�
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�
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�

　　　　当社該当製品�

建設機械�

建設機械�

リサイクル発泡三層管�

ダクパイル工法�

　　　　　品目名�

排出ガス対策型建設機械�

低騒音型建設機械�

排水用再生硬質塩化ビニル管�

低品質土有効利用工法�

　　　　　品目分類�

建設機械�

資材（配管材）�

工法（建設発生土有効利用工法）�

�

  分　野�

�

公共工事�

�

�

�

�

事業本部�

機　械�

　　　　　　  商品名�

バイオグリーングラス（生分解性潤滑油）�

   項　目�

エコマーク�

環境調和製品の取り組み事例�

環境ラベル�

　クボタでは製品の環境配慮活動として、以下の5つの分野において製品ごとに達成目標を揚げ、�
環境調和製品の開発に取り組んでいます。�

クボタの目指す�
環境調和製品�

グリーン購入法 特定調達品目�エコマーク�



耐震型充水バタフライ弁�本管�

バイパス管�

副弁� 弁室�

バタフライ弁�本管�

工法比較�充水バタフライ弁�

充水バタフライ弁直接埋設工法� 従来工法�
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環境に対する取り組み調査�

累　計�
1,160社�

うちEMS構築社数�
421社�

グリーン調達�
 1996年にグリーン購入ネットワークに加盟し、環境へ

の負荷の少ない製品を優先的に調達するグリーン調達を

推進してきました。原材料・部品などについては、2001

年4月にグリーン調達ガイドラインを定め、取引先に対し、

環境に対する取り組み調査などを実施し、取引先と協力

して環境負荷の低減に取り組んでおり、全事業所での導

入を図っています。�

適合証明書�

グリーン調達ガイドラインは�
資材調達ホームページで公開しています。�
http://www.procure.kubota.co.jp/policy.html

環境調和製品TOPIC

充水バタフライ弁が財団法人建材試験センターの�
「環境主張建設資材」適合証明を受けました�

　2005年9月、クボタ「充水バタフライ弁」が財団法人建材試験セ

ンターが認定する「環境主張建設資材の適合評価」において水道用

バタフライ弁として初めて適合証明を受けました。充水バタフライ

弁は、従来のバタフライ弁の弁体のみをユニークな形状とし、充水に

用いられるバイパス管路と同面積の充水孔を設けたことを特徴と

するバタフライ弁で、微少開度での充水作業が行えます。�

　充水バタフライ弁では、以下の2点を環境主張としています。�

1． 弁体に充水機能を持つことによりバイパス管、副弁、弁室を必要

とせずに直接埋設でき、施工時の廃土の抑制が可能になること�

2． 操作軸の一軸化により維持管理が容易となるうえ、耐震継手も採

用でき、取り付けやすいこと。�

　建材試験センター判定委員会の審査で、上記環境主張が建材資材における環境主張適合評価ガイド

（平成15年度版）Ｌ2級であること、性能がJWWA B138「水道用バタフライ弁」の品質を満たすこ

と、供給安定性では所定の品質管理体制が確保されているとの評価を得て、「環境主張建設資材」の

適合証明書が発行されたものです。�

�
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環境報告に対する第三者審査�
　環境情報の信頼性・網羅性の向上のために2004年度データより第三者審査を受審しています。�

堺臨海工場� 恩加島工場�

工場往査�



クボタバウマシーネンGmbH�
（ドイツ）�

久保田農業機械（蘇州）有限公司�
（中国）�

北京事務所�
（中国）�

クボタマニュファクチュアリング�
オブアメリカコーポレーション�
（米国）�

クボタメタルコーポレーション�
（カナダ）�

Ｐ．Ｔ．メテックスマラン�
（インドネシア）�

ザ サイアムクボタ インダストリー�
（タイ）�

北海道�

北海道支社�
〒060-0003  札幌市中央区北三条西3-1-44�

機械札幌事務所�
〒063-0061  札幌市西区西町北16-1-1�

株式会社クボタ建機北海道�
〒061-1274　北広島市大曲工業団地3-1

茨城県�

筑波工場�
〒300-2402  つくばみらい市坂野新田10�

竜ヶ崎工場�
〒301-0852  龍ケ崎市向陽台5-6�

関東クボタ精機株式会社�
〒300-0700  稲敷市中山字大久保1307�

クボタベンディングサービス株式会社�
〒301-0852  龍ヶ崎市向陽台5-6

宮城県�

東北支社�
〒980-0811  仙台市青葉区一番町4-6-1

埼玉県�

機械東日本事務所�
〒338-0832  さいたま市桜区西堀5-2-36�

クボタカラートロニック株式会社�
〒338-0832  さいたま市桜区西堀5-2-36�

株式会社クボタアグリ東日本�
〒338-0832　さいたま市桜区西堀5-2-36�

株式会社クボタ建機東日本�
〒338-0832　さいたま市桜区西堀5-2-36

千葉県�

京葉工場（船橋）�
〒273-0018  船橋市栄町2-16-1�

京葉工場（市川）�
〒272-0011  市川市高谷新町4東京都�

東京本社�
〒103-8310  東京都中央区日本橋室町3-1-3�

株式会社クボタ建設�
〒104-0044　東京都中央区明石町6-22 ダヴィンチ築地2  �

クボタ環境サービス株式会社�
〒111-0036　東京都台東区松が谷1-3-5 ＳＥＦビル�

滋賀県�

滋賀工場�
〒520-3211  湖南市高松町2-1

愛知県�

中部支社�
〒450-0002  名古屋市中村区名駅3-22-8�

日本プラスチック工業株式会社�
〒485-0826  小牧市大字東田中字西田100-1

広島県�

中国支社�
〒730-0036  広島市中区袋町4-25

福岡県�

九州支社�
〒812-8691  福岡市博多区博多駅前3-2-8�

機械福岡事務所�
〒811-0213  福岡市東区和白丘1-7-3�

株式会社九州クボタ化成�
〒820-0062  飯塚市目尾字境田515-10�

株式会社クボタアグリ九州�
〒811-0213　福岡市東区和白丘1-7-3

香川県�

四国支社�
〒760-0050  高松市亀井町2-1

栃木県�

宇都宮工場�
〒321-0905  宇都宮市平出工業団地22-2�

クボタ空調株式会社栃木工場�
〒321-0905  宇都宮市平出工業団地28-1�

クボタシーアイ株式会社栃木工場�
〒321-3426　芳賀郡市貝町赤羽2606

株式会社クボタクレジット�
〒556-8601  大阪市浪速区敷津東1-2-47�

クボタエンジン販売サービス株式会社�
〒556-8601  大阪市浪速区敷津東1-2-47�

クボタマシナリートレーディング株式会社�
〒556-8601  大阪市浪速区敷津東1-2-47�

クボタシーアイ株式会社�
〒556-8601  大阪市浪速区敷津東1-2-47�

クボタ浄化槽システム株式会社�
〒556-8601  大阪市浪速区敷津東1-2-47�

株式会社大獄シェルコ�
〒551-0021  大阪市大正区南恩加島7-1-22�

クボタシーアイ株式会社堺工場�
〒590-0823  堺市堺区石津北町64�

クボタ機械サービス株式会社�
〒590-0823　堺市堺区石津北町64�

クボタ精機株式会社�
〒587-0042  堺市美原区木材通4-15-5�

クボタバルブメンテナンス株式会社�
〒573-8573  枚方市中宮大池1-1-1�

クボタ機工株式会社�
〒573-8573  枚方市中宮大池1-1-1�

クボタシステム制御株式会社�
〒573-8573  枚方市中宮大池1-1-1�

クボタメンブレン株式会社�
〒581-8686  八尾市神武町2-35�

クボタリテックス株式会社�
〒581-8686  八尾市神武町2-35

神奈川県�

クボタシーアイ株式会社小田原工場�
〒256-0816  小田原市酒匂7-6-1

熊本県�

株式会社クボタ建機九州�
〒861-4113　熊本市八幡5-16-23

クボタ�

子会社�

クボタ�

子会社�
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環境報告対象会社�2006.3.31現在�

兵庫県�

阪神工場（武庫川）�
〒660-0095  尼崎市大浜町2-26�

阪神工場（尼崎）　�
〒660-0857  尼崎市西向島町64�

本社 阪神事務所�
〒661-8567  尼崎市浜1-1-1�

機械西日本事務所�
〒661-8567  尼崎市浜1-1-1�

株式会社クボタ教育センタ－�
〒661-8567  尼崎市浜1-1-1�

クボタコンプス株式会社�
〒661-8567　尼崎市浜1-1-1�

株式会社クボタアグリ西日本�
〒661-8567　尼崎市浜1-1-1�

株式会社クボタ建機西日本�
〒664-0025　伊丹市奥畑5-10

大阪府�

本　社�
〒556-8601  大阪市浪速区敷津東1-2-47�

堺製造所�
〒590-0823  堺市堺区石津北町64�

堺臨海工場�
〒592-8331  堺市西区築港新町3-8�

枚方製造所�
〒573-8573  枚方市中宮大池1-1-1�

久宝寺事業センター�
〒581-8686  八尾市神武町2-35�

恩加島工場�
〒551-0021  大阪市大正区南恩加島7-1-22�

阪神工場 新淀川分工場�
〒555-0042  大阪市西淀川区西島2-1-6�

クボタメゾン株式会社�
〒556-8601  大阪市浪速区敷津東1-2-47�

クボタ総合保険サービス株式会社�
〒556-8601  大阪市浪速区敷津東1-2-47�

株式会社クボタ経理センター�
〒556-8601  大阪市浪速区敷津東1-2-47�

株式会社クボタスタッフ�
〒556-8601  大阪市浪速区敷津東1-2-47�

クボタワークス株式会社�
〒556-8601  大阪市浪速区敷津東1-2-47�

クボタシーアイプラテック株式会社�
〒556-8601  大阪市浪速区敷津東1-2-47�

ケービーエスクボタ株式会社�
〒556-8601  大阪市浪速区敷津東1-2-47
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アンケートにご協力ください。�

〒556-8601 大阪市浪速区敷津東一丁目2番47号�
株式会社クボタ　CSR推進部　宛�

< 送付先 >< 送付先 >

FAX:�
06-6648-3862

FAX:�
06-6648-3862

「クボタCSR報告書2006」をご覧いただきありがとうございます。�

お手数ですが皆さまのご意見・ご感想をお聞かせください。�

皆さまよりいただきました、ご意見・ご感想を参考にし、�

さらに今後のレベルアップを図っていきたいと考えております。�

お手数ですが次のページのアンケートをコピーしてご記入の上、�

FAXまたは郵送でご送付ください。�
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クボタの社会性活動についてどのような印象をお持ちですか。�

Ｑ2 クボタの地球環境問題への取り組み(本報告書記載内容も含め全般的に）について�
どのような印象をお持ちですか。�

Ｑ3 本報告書をご覧になってどのように感じられましたか。�

Ｑ5 本報告書をどのような立場でご覧いただきましたか。�

Ｑ6 自由意見�

Ｑ4 本報告書でわかりやすい項目、わかりにくい項目、追加した方が良い項目、�
削除した方が良い項目を教えてください。�

わかりやすい項目 ：�

わかりにくい項目 ：�

追加した方が良い項目 ：�

削除した方が良い項目 ：�

わかりやすい項目 ：�

わかりにくい項目 ：�

追加した方が良い項目 ：�

削除した方が良い項目 ：�

わかりやすい項目 ：�

わかりにくい項目 ：�

追加した方が良い項目 ：�

削除した方が良い項目 ：�

わかりやすい項目 ：�

わかりにくい項目 ：�

追加した方が良い項目 ：�

削除した方が良い項目 ：�

お名前�

ご住所  〒�

ご職業�

性別�

1． 評価できる　   　2． 普通　   　3． 評価できない　 　4． わからない�

1． 評価できる　   　2． 普通　   　3． 評価できない　 　4． わからない�

1． わかりやすい　　2． 普通　　　3． わかりにくい�

1． 顧客 　 2． 投資家・株主  　3． 社員（関連会社含む） 　 4． 地域住民  　5． 取引先 　 6． 政府・行政  �

7． 企業の環境担当者 　 8． 企業のCSR担当者 　 9． NGO・NPO 　 10． 学術研究者�

11． 環境審査機関・測定機関等 　 12． 報道関係者 　 13． 学生　　14． その他（　　　　　　　　　）�

ご協力ありがとうございました。よろしければ、あなたご自身についてお聞かせください。�
（個人情報については、ご本人の承諾がない限り第三者に開示することはありません。）�

（1）CSR経営の基本的な考え方について�

（3）社会性報告について�

（2）経済性報告について�

（4）環境報告について�

男　　　　女� 年齢�

Ｑ１�
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第三者意見に応えて�

　クボタでは、CSRを経営に反映させるために経営理念・行動規範の体系を整備しなおす

とともに内容が見直され、今年4月に新たな経営理念と行動憲章が制定されました。経営理

念には「社会の発展と地球環境の保全」を謳い、新しい行動憲章においては製品安全の

確保を顧客満足の視点から捉え、さらに7番目の項目として経営の透明性の向上と説明責

任の履行が追加されました。これにより従来の「倫理的な行動」に加えて、「社会からの要

請に合った責任の履行」にも視点が拡がりました。�

　後半に特集されている地球環境・地域環境の保全に関する報告を含め、「CSR報告書2006」

の構成は、新しい行動憲章の7項目に沿った報告となっています。「CSR報告書2006」にク

ボタの新しい行動規範とその結果の報告としての使命が与えられていることを、このことは

示しています。�

　トップコミットメントのページには、誠実と信頼を語る社長の熱い言葉が満載されています。

アスベスト健康被害に関しても、「心の痛む重い問題」という素直な言葉が語られています。�

　『何があっても決して隠さない。』�

　以前から社長が唱えている言葉のとおり、クボタをとりまく社会を強く意識した透明な経営

を志向する力を「CSR報告書2006」の随所に感じます。�

 ただその一方で、将来の健康・環境への予防原則的姿勢および不正予防への企業風土

の一新について、その施策を具体的に開示してほしいという気がします。�

　コンプライアンスに関わる事件も発生しており、信頼回復への道のりは容易ではないかもし

れませんが、透明な経営へ向かう力を継続的に働かせて、社会的責任を誠実に履行される

とともに持続可能な社会の構築をリードしてゆかれることを期待します。
�

　ＣＳＲ経営を積極的に推進するにあたり、本年４月に経営理念・行動規範を新たに制定し、

クボタグループとしての社会的使命を明らかにすると共に、ステークホルダーの方々からのさ

まざまな要請に的確に応え、満足していただくことが、経営の基本であることを内外に向けて

明確に示しました。�

　クボタグループは顧客や技術の異なる多様なマーケットにおいて事業展開を行っており、

これまでもそれぞれの部門で、社会貢献や環境保全などの活動を展開してまいりました。今

後は新たな経営理念のもとＣＳＲ推進体制を整え、企業価値を高め社会の持続的な発展に

寄与していく活動をより積極的に推進していきます。�

　また、今回のＣＳＲ報告書は、透明性の高い経営と説明責任を果たすことを強く意識して、

従来までの環境保全活動の報告を主体とした「社会・環境報告書」の社会性の内容を更

に充実させて発行いたしました。�

　第三者意見でご指摘の点を真摯に受け止め、コンプライアンス問題の予防に関する具体

的な施策についても情報を開示していく所存です。

　私たちは、今後ともクボタグループのＣＳＲ経営をより拡大し浸透させ、活動の成果を発信

するよう社内の各部門と協同して積極的に取り組んでまいります。�

�

株式会社クボタ�

松尾　幸喜�

あずさサスティナビリティ株式会社�
（あずさ監査法人グループ）　�

マネジャー�

佐々木　登�CSR推進部長�

2006年 6月 2日�

「クボタＣＳＲ報告書2006」に対する第三者意見�
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